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概況 

平成 25 年度は本学の学生教職員の健康管理・健康教

育・健康支援を担うわれわれの組織にとって歴史的な転

換点であった。36 年間続いた九州大学健康科学センター

が終焉したことである。健康科学センターのなかで保健

体育を専門とする第 1 部門の多くの教員は人間環境学府

に、健康医学・心理学を専門とする第 2 部門教員と一部

の第 1 部門の教員は基幹教育院にそれぞれ所属すること

となった。これにともなって学生の健康管理・健康教育・

健康支援を担う組織は基幹教育院に附置された学内共同

施設であるキャンパスライフ健康支援センターのなかの

健康支援部門の管轄となり、教職員のそれは従前どおり

環境安全衛生推進室の管轄下となった。 

基幹教育院の中に位置づけられたキャンパスライフ健

康支援センターは人事および予算を基幹教育院内の枠内

で戦略的に進める工夫を求められ、業務面でも従来の健

康管理・健康教育・健康支援が基幹教育院の発足でどの

ように改善したかのエビデンスを求められることになる。 

人事面では昨年度末に長らく健康科学センター第 2 部

門の内科部門を統括して来られた上園慶子先生が定年退

官され、新たに山本紀子医師が内科部門に赴任した。す

なわち今年度新たに発足した健康支援部門は教員（教授

（定員）3名ならびに准教授 6名（全学管理人員で欠員 1

名）と技術職員である保健師・看護師（定員 3 名、有期

雇用者 8 名）が業務に当たった。なお有期雇用の技術職

員 8名は学生対応（5名）と教職員対応（産業保健師：3

名）で事務管理が異なっていたが、一元管理となった。 

学生の定期健康診断は, 例年通り毎年4月に3週間にわ

たり全学生を対象として実施した。今年度は移転が加速

する伊都キャンパスでの健診の要望に応えて、前半を病

院地区の同窓会館で、後半を伊都地区の稲盛財団記念館

で実施した。一部の業務を外部業者に委託して医系教員

と技官、学務部やアルバイトのスタッフ全員が協力して

行った。また健診時に行ったアンケートをもとに新入生

面接を 5月に実施した。 

教職員の定期健康診断は, 環境安全衛生推進室と計画

を立て、一次健診は従来通り業務委託を行い、6月から各

事業場で実施したのち, 二次健診や健康相談（面接指導）

は健康支援部門と安全衛生推進室が協力して実施した。 

健康教育は低年次学部生に対して健康科学Ⅰと健康科

学Ⅱを伊都地区センターゾーンで、高年次学部生に対し

て心理健康学（体験で学ぶコミュニケーションと心の健

康）と応用健康学を箱崎地区で開講し、第 2 部門の教員

のほぼ全員の教員が担当した。また大橋地区では「生体

ストレス人類学特論」を例年通り開講した。学生による

授業評価も全学的な評価シートに従って行った。教職員

に対する健康教育として, 10 月の健康週間をはじめ人事

課が企画する様々な研修会の講師を務めた。また, 学内の

FDまた学外からの講師依頼にも例年通りもれなく応じた。

さらに今年度も, 保健師・看護師が生活習慣病のリスクの

ある学生や教職員に対する栄養・生活指導（ウェルカム

プログラムおよびリフレッシュプログラム）を行った。 

日常の健康支援業務は, 計 6つのキャンパス（事業場と

して 7 つ）に設置している健康相談室（分室）において

行なわれ、学生および教職員に対するプライマリー・ケ

アを行なった。福岡地区の 6 つのキャンパスのそれぞれ

にある健康科学センターの分室において, 内科医師によ

る一般健康相談と診療, 精神科医師・心療内科医師による

精神保健相談と診療, ならびに保健師・看護師による保健

相談を行った。 

日常健康支援業務や健康診断業務については, 年間計

画のもと, 教員・技術職員・事務職員で構成される学生と

教職員のための健康支援会議を毎月開催し、各分室から

の課題を討議しつつ、情報を共有して対策決定を行った。

しかし基幹教育院への移行の過渡期でもあり、教員の共

通理解や資質向上のためのＦＤは十分に行なえず、部門

内のシステム整備に専念せざるを得なかった。 

医師である教員は, 産業医として教職員に対する産業

保健活動を行っているが, 具体的には 休職・復職の判定、

労災二次健診受診者や長時間労働者の面接、裁量労働の

該当者に対する判定業務など個別の対応をこなし, 各事

業場の毎月の安全衛生委員会に出席し, また月例の職場

巡視を行っている点が徐々に学内でも認知されつつある。	  

基幹教育院からキャンパスライフ健康支援センターへ

の要請として、①全学的な学生のメンタルヘルスの危機

に対する対応策の検討、②基幹教育への参画、③外部資

金の獲得と研究強化があり、今後これらに対する対応を

求められると考えられる。	 	 	  

（文責：	 丸山	 徹）
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1． 一般健康相談  
1) 伊都地区センターゾーン分室  

伊都地区センターゾーンでは, 学部 1年, 2年生（前期
のみ）と, 比較社会文化学府および数理学府の大学院生が
学んでいる。 
伊都センターゾーン分室の健康相談・健康教育は, 前述
の学生および教職員を対象とし, 健康科学センター教員
である医師 3名（一宮・丸山・山本紀子）, 看護職 2名（野
村・河野）, 事務職員 1名（田川）と非常勤医師 3名（内
科医：佐々木悠医師, 尾前豪医師, 精神科医：川島範子医
師）が行った。 
平成 25 年度の来室者数は学部生 3,431 名, 大学院生

326名, 教職員 333名で, その他も含めると延べ 4,158名
の利用があった（表 1）。 
利用者は例年通り 4～6月に集中している。この時期に
は, 学生定期健康診断の 2次検査（健診フォロー）や新入
生面接（176名）を実施しており（表 1, 4）, 利用者の 8
割以上を学生が占めている。平成 24年度より、健康支援

プログラム（ウェルカムプログラム）の対象学年を学部

3・5年と修士 1年に限定したことにより、プログラムの
来室者数が大幅に減少したが、その分、参加者への対応

を充実することができている。また、学部 1年生の BMI
二次検査を行い、対象者には健康支援プログラムへの参

加勧奨を行っており、参加者の継続率は良好である。 
教職員は, 健康診断事後措置, 産業医面談のほかに, 血

圧や体重などの定期的な測定による利用もあった。 
内科系の相談は, 感冒が も多く（表 2）、外科系の相

談は, 例年と同様, 創傷・擦過傷と捻挫・打撲が主である
（表 3）。全学教育科目の健康・スポーツ科目を履修中の
外傷や課外活動中の受傷, 化学実験中の外傷が含まれて
いる。また, 伊都地区への通学手段は公共交通機関が限ら
れるため, 雨天や強風時でも自転車やバイクを利用する
学生も多く, 転倒事故も多かった。 

（文責: 山本	 紀子、野村	 桃子） 
 
表 1 来室者状況 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
学部生 1805 641 687 298 3431 82.5% 
修士 119 38 48 40 245 5.9% 
博士 35 14 20 12 81 1.9% 
教職員 68 106 97 62 333 8.0% 
研究生他 19 14 18 6 57 1.4% 
その他 4 1 5 1 11 0.3% 

計 2050 814 875 419 4158 100.0% 
       

留学生（再掲） 90 39 60 17 206 5.0% 
 
 
表 2 疾病別利用者数（内科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
感冒 317 81 164 62 624 69.0% 
上部消化管 30 9 22 7 68 7.5% 
下部消化管 14 7 8 6 35 3.9% 
頭痛 25 16 9 2 52 5.7% 
その他 61 33 20 12 126 13.9% 

計 447 146 223 89 905 100.0% 
 
 
表 3 疾病別利用者数（外科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 106 59 58 18 241 55.1% 
打撲・捻挫 58 24 28 11 121 27.7% 
熱傷 8 7 8 2 25 5.7% 
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腰痛 4 2 3 1 10 2.3% 
その他 22 13 3 2 40 9.2% 

計 198 105 100 34 437 100.0% 
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
健康相談 21 19 11 13 64 2.13% 
禁煙相談 0 0 1 0 1 0.03% 
眼科 19 8 8 2 37 1.23% 
皮膚科 46 27 13 3 89 2.97% 
耳鼻科 8 2 9 1 20 0.67% 
歯科 5 2 3 2 12 0.40% 
婦人科 10 7 4 7 28 0.93% 
健診ﾌｫﾛｰ 550 143 82 30 805 26.84% 
身体計測 248 250 294 141 933 31.11% 
血圧測定 67 47 32 33 179 5.98% 
保健ｺｰｽ 3 0 0 0 3 0.10% 
新入生面接 176 0 0 0 176 5.88% 
その他 193 64 86 56 399 13.30% 
産業医面談 16 13 10 7 46 1.53% 
心理・精神相談 92 31 30 27 180 6.00% 
健康診断証明書 16 5 1 5 27 0.90% 

計 1470 618 584 327 2999 100.00% 
 

表 5 処置 
	  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 

診察 504 147 204 84 939 18.0% 
与薬 418 136 193 66 813 15.6% 
消毒 83 61 58 20 222 4.3% 
休養室 93 64 52 33 242 4.6% 
病院紹介 98 53 64 35 250 4.8% 
心理的対応 210 17 24 22 273 5.2% 
その他 1152 518 532 278 2480 47.5% 

計 2558 996 1127 538 5219 100.0% 
 
表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
心理相談 13 0 0 3 16 8.9% 
精神保健相談(医師) 52 23 21 22 118 65.6% 
精神保健相談(看護職) 22 6 9 2 39 21.7% 
リトリート 0 0 0 0 0 0.0% 
グループワーク等 0 0 0 0 0 0.0% 
電話相談(医師) 4 2 0 0 6 3.3% 
電話相談(ｶｳﾝｾﾗｰ) 0 0 0 0 0 0.0% 
電話相談(看護職) 1 0 0 0 1 0.5% 
電話相談計 5 2 0 0 7 3.8% 

計 92 31 30 27 180 100.0% 
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2) 伊都地区ウエストゾーン分室 
	 平成25年度の伊都地区ウエストゾーン分室の利用者は、
主として工学系の学生と職員であった。学生の多くは実

験・研究に従事しているが、取り扱う化学薬品等の種類

が多岐に渡ること、大型クレーンや旧型の実験器具を設

置した部屋が多いこと、酸素欠乏作業の危険のある部屋

の存在、健康影響について未知の新素材開発に携わる研

究室の存在、その一方で、これらの管理や対策が必ずし

も徹底されていない研究室等が存在することなど、教職

員と共有する課題が少なくない。自然環境に恵まれたキ

ャンパスは、修学、研究、生活支援の施設が充実してき

ている一方、キャンパス周辺には飲食店に乏しく、スー

パー型の小売店が無いなどの不便があり、書店や遊興施

設等いわゆる息抜きができる環境も不十分である。また、

徒歩圏に医療機関が無いため幅広い一次医療への対応が

求められること、および留学生の利用頻度が多いため英

語での対応が必要なことが多いこともこの分室の特徴で

ある。 
	 平成 25年度のスタッフは、キャンパスライフ・健康支
援センターの教員 5 名（一宮、山本紀子、福盛、眞崎、
松下、永野）、非常勤医師 2 名（佐々木、川島）、非常勤
カウンセラー1名（中園）と看護職員 2名（池本、三谷）、
事務職員 1名（福川）であった。来室者総数は 4869人と
前年度（5670人）より減少した。内訳を見ると（表１～
表４、表６）、内科系の受診数は微増する一方、外科系と

心理・精神相談がやや減少していた。利用者区分では、

学生の利用者数が前年度と比べて減少する一方、教職員

の利用数は微増であった。また、学生・職員の利用者に

占める留学生・外国人の割合が着実に増加しつつあり、

平成 25年度は学生利用者の 9.5%が留学生であった。 
（文責：永野	 純、池本	 恵美） 

 
 
表 1 来室者状況 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
学部生 374 291 383 214 1262 25.9% 
修士 537 500 580 302 1919 39.4% 
博士 135 106 84 97 422 8.7% 
教職員 200 416 301 249 1166 23.9% 
研究生他 8 15 47 8 78 1.6% 
その他 1 5 7 9 22 0.5% 

計 1255 1333 1402 879 4869 100% 
       

留学生（再掲） 104 99 162 96 461 9.5% 
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表 2 疾病別利用者数（内科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
感冒 70 45 138 85 338 59.7% 
上部消化管 9 7 4 5 25 4.3% 
下部消化管 9 4 7 4 24 4.3% 
頭痛 16 6 7 10 39 6.9% 
その他 39 52 22 27 140 24.8% 

計 143 114 178 131 566 100.0% 
 
 
表 3 疾病別利用者数（外科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 30 50 24 15 119 52.4% 
打撲・捻挫 8 10 23 4 45 19.8% 
熱傷 2 8 7 4 21 9.3% 
腰痛 4 0 1 6 11 4.8% 
その他 14 10 2 5 31 13.7% 

計 58 78 57 34 227 100.0% 
 
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
健康相談 4 3 2 8 17 0.29% 
禁煙相談 5 16 18 2 41 0.71% 
眼科 1 5 4 7 17 0.29% 
皮膚科 6 15 11 4 36 0.62% 
耳鼻科 1 3 5 4 13 0.22% 
歯科 3 1 2 1 7 0.12% 
婦人科 5 3 7 3 18 0.31% 
健診ﾌｫﾛｰ 307 234 146 60 747 12.90% 
身体計測 459 583 556 321 1919 33.13% 
血圧測定 390 546 528 291 1755 30.30% 
保健ｺｰｽ 0 0 0 0 0 0.00% 
新入生面接 0 0 0 0 0 0.00% 
その他 71 70 191 42 374 6.46% 
産業医面談 18 25 14 17 74 1.28% 
心理・精神相談 112 156 180 237 685 11.82% 
健康診断証明書 63 9 10 8 90 1.55% 

計 1445 1669 1674 1005 5793 100.00% 
  
 
表 5 処置 
	  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
診察 153 138 289 157 737 13.0% 
与薬 112 93 145 110 460 8.2% 
消毒 9 10 6 3 28 0.5% 
休養室 50 43 39 26 158 2.8% 
病院紹介 29 33 24 16 102 1.8% 
心理的対応 104 140 169 223 636 11.2% 
その他 960 1036 1024 521 3541 62.5% 

計 1417 1493 1696 1056 5662 100.0% 
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表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 
  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
心理相談  78 97 125 156 456 66.6% 
(医師） 30 41 38 49 158 23.1% 
精神保健

相 談 ( 看
護職） 

4 15 10 24 53 7.7% 
ﾘﾄﾘｰﾄ 0 0 0 0 0  
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰ

くｸ等 
0 0 4 6 10 1.5% 

電話相談

(医師） 
0 1 1 0 2 	  

電話相談

(ｶｳﾝｾﾗｰ） 
0 1 2 2 5  

電話相談

(看護職） 
0 1 0 0 1 	  

電話相談

計 
0 3 3 2 8 1.1% 

計 112 156 180 237 685 100.0% 
 

 
4）箱崎地区分室 

 箱崎地区分室の健康相談は，キャンパスライフ・健
康支援センター教員 7名（医師：一宮・丸山・入江・
眞﨑・山本紀子，カウンセラー：福盛・松下），医学

部からの非常勤医師（精神科：佐藤，第 1内科：草
場他 8 名，神経内科：秋山・小早川），嘱託医（上
園），非常勤カウンセラー5名（佐々木・吉永・高野・
斉藤・太田），保健師 3 名（松園・竹下・宮川，い
ずれも学生相談・精神保健相談，産業保健を兼務），

事務職員 3名（安藤・下川・笹部）で担当した。 
	 全体でのべ 6,119名（前年度 6,389名）が利用し
た。依然来室者は多い。来室者の身分（表 1）は，
学生が約 59％，教職員が約 31％であった。目的・
症状別に見ると，例年同様，内科的症状（表 2）は
感冒症状が圧倒的で，外科的相談（表 3）は外傷や
打撲・捻挫が多かった。内科・外科以外（表 4）で
は，健診後の再検査などのフォローや体重・体脂肪・ 
 

血圧の自己測定が多い。また，産業医による職員の

面談は 767 名（前年度 633 名，前々年度 455 名）
と年々増えている。処置（表 5）では、診察・投薬
が多い。 
心理・精神保健相談は，2,859 名であった。この
うち，心理相談は 1,150名で前年度と変わらなかっ
た。精神保健相談は 920名（前年度 837名，前々年
度 656名）と年々増えており、産業医によるメンタ
ル不調者への対応が増えていることがわかる。教職

員では上司や同僚による産業医への相談があり，休

職後の職場復帰支援なども含めて，関係者の相談が

増えている。学生の相談では，指導教員からの勧め

で来室するものが増え，それに伴う関係者との面談

が増えている。 
箱崎分室では、多目的室ウィズルームやロビーで，

細やかな心くばりの健康教室を実施中であり，好評

である。留学生の来室者も567名と相変わらず多い。 
（文責：一宮厚，松園美貴，竹下恵梨，宮川ミチコ） 

 
 
 
表 1 来室者状況 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
学部生 445	 314	 346	 275	 1380	 22.6%	
修士 457	 335	 329	 276	 1397	 22.8%	
博士 149	 139	 162	 109	 559	 9.1%	
教職員 452	 605	 522	 345	 1924	 31.5%	
研究生他 84	 68	 90	 58	 300	 4.9%	
その他 131	 135	 138	 155	 559	 9.1%	

計 1718	 1596	 1587	 1218	 6119	 100.0%	
 	 	 	 	 	 	

留学生（再掲） 170	 95	 136	 105	 506	 8.3%	
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表 2 疾病別利用者数（内科） 
  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 

感冒 84	 35	 69	 59	 247	 58.1%	
上部消化管 6	 11	 5	 5	 27	 6.4%	
下部消化管 12	 8	 6	 5	 31	 7.3%	
頭痛 9	 4	 4	 1	 18	 4.2%	
その他 30	 32	 24	 16	 102	 24.0%	

計 141	 90	 108	 86	 425	 100.0%	
表 3 疾病別利用者数（外科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 21	 33	 35	 10	 99	 47.4%	
打撲・捻挫 19	 8	 24	 12	 63	 30.1%	
熱傷 4	 1	 11	 1	 17	 8.1%	
腰痛 6	 1	 3	 3	 13	 6.3%	
その他 5	 3	 7	 2	 17	 8.1%	

計 55	 46	 80	 28	 209	 100.0%	
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
健康相談 10	 10	 3	 14	 37	 0.56%	
禁煙相談 2	 24	 32	 1	 59	 0.90%	
眼科 11	 2	 11	 3	 27	 0.41%	
皮膚科 18	 16	 17	 16	 67	 1.03%	
耳鼻科 7	 6	 6	 5	 24	 0.37%	
歯科 9	 6	 11	 4	 30	 0.46%	
婦人科 9	 13	 6	 8	 36	 0.55%	
健診ﾌｫﾛｰ 382	 249	 166	 62	 859	 13.11%	
身体計測 153	 214	 181	 81	 629	 9.60%	
血圧測定 150	 199	 159	 117	 625	 9.53%	
保健ｺｰｽ 0	 0	 0	 0	 0	 0%	
新入生面接 0	 0	 0	 0	 0	 0%	
その他 169	 86	 97	 78	 430	 6.56%	
産業医面談 166	 242	 199	 160	 767	 11.70%	
心理・精神相談 651	 740	 755	 713	 2859	 43.63%	
健康診断証明書 55	 11	 14	 24	 104	 1.59%	

計 1792	 1818	 1657	 1286	 6553	 100.00%	
  
 
表 5 処置 

	  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
診察 335 300 397 384 1416 18.3％	  
与薬 123 82 145 135 485 6.3％ 
消毒 48 43 26 22 139 1.8％ 
休養室 24 37 32 9 102 1.3％ 
病院紹介 105 80 99 67 351 4.5％ 
心理的対応 592 638 712 743 2685 34.8％ 
その他 923 665 596 360 2544 33.0％ 

計 2150 1845 2007 1720 7722 100.0％	  
 
表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 

 4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
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心理相談 265	 267	 332	 286	 1150	 40.2%	
精神保健相談(医師) 194	 254	 242	 230	 920	 32.2%	

精神保健相談(看護職) 60	 64	 31	 45	 200	 7.0%	

ﾘﾄﾘｰﾄ 105	 123	 117	 128	 473	 16.6%	
ﾎﾞﾃﾞｨｰﾄｰｸ 8	 4	 6	 8	 26	 0.9%	
ｷｬﾘﾔﾗｲﾌ等 7	 16	 11	 10	 44	 48.9%	
電話相談(医師） 8	 9	 15	 6	 38	 42.2%	
電話相談(ｶｳﾝｾﾗｰ） 4	 3	 1	 0	 8	 8.9%	
電話相談(看護職） 19	 28	 27	 16	 90	 3.1%	
電話相談計 651	 740	 755	 713	 2859	 100.0%	

計 620 664 736 799 2819 100.0% 

 
 
4) 病院地区分室 
病院地区分室は, 医歯薬系の学生や教職員以外に, 九
州大学病院の職員の健康管理も担当しており, 平成 17年
度から病院地区の専属産業医（九州大学病院を除く）と

なった入江が分室長を務めている。病院の建て替えに伴

い, 平成 19 年 12 月に旧九州大学病院歯科医療センター
に移転した。 
平成 25年度の病院地区分室の一般健康相談（診療を含
む）は, 健康科学センター教員の入江（医歯薬系の専属産
業医を兼任）, 丸山（九州大学病院専属産業医を兼任）, な
らびに非常勤内科医師 6名, 保健婦 1名（戸田）と看護師
1名（田中）が行った。精神保健相談は, 心療内科医の入
江と精神科医の一宮, 非常勤精神科医が担当し, 心理相
談は, 基本的に学生に対しては, 常勤の松下と非常勤の
臨床心理士の中園照美先生, 教職員に対しては磯貝希久
子先生にそれぞれ週一日担当して頂いた。その他, 平成
20 年度から安全衛生推進室所属の産業保健師の体制も強
化されることになり, 教職員の健診や健康管理業務の企
画や運営などの中核的役割を担う病院地区は 2 名に増員
された。平成 25年度は, 日高, 三宮が従事した。 
平成 25年度の病院地区分室の来室者数は, 学部生 586
名, 大学院生 390名, 教職員 2,491名, 研究生 27名で, そ
の他を含めると総計 3,605名であった。平成 24年度（総
計 3,976 名）と比べて来室者数が減少した。学生，教職
員ともに来室が減ったことによる。 
教職員の来室者数は, 平成16年度の546名から平成17
年度 941 名, 平成 18 年度 1,287 名, 平成 19 年度 1,405
名, 平成 20年度 1,605名と増加の一途を辿っていたのが, 
平成 21年度は 1,440名に減少した。これは, 一時的に移

転した場所が手狭であったため, 面談件数を制限したこ
とによる。平成 22年度は 2,440名と再度増加傾向に転じ, 
平成 23年度は 2,484名, 平成 24年度は 2,840名と過去
多を記録し、平成 25 年度は 2,491 名と再度減少した。

しかし、平成 16年度からの大学法人化前と比べると, 教
職員の来室者数は約 5倍となっている。大学法人化以降, 
教職員を対象とした健康診断事後措置や長時間労働者面

接, 心理・健康相談などの産業保健活動が充実してきてい
ることや, 後述するようなメンタルヘルス不調者が法人
化を境に増加しているためである。 
利用者数を疾患別にみると, 内科系が 129名（平成 24
年度 133 名）, 外科系が 34名（同 54名）, 内科・外科
系以外が 3,995名（同 4,409名）であり, 全般的に減少し
た。一方, 心理・精神相談も, 前年の 1,585名から 1,525
名へと軽度減少している。臨床心理士による心理相談

（391名から 397名へ）にはほとんど変化はないが, 医師
や看護職による精神保健相談（1,175名から 1,080名へ）
がやや減少している。しかし、平成 16年度の心理・精神
相談件数が 96 名であったことを考慮すると, 実に約 17
倍もの極めて著しい増加であり, 病院地区におけるメン
タルヘルス不調者数の増加や対応件数の増加を示してい

る。 
ちなみに, 平成 25年度は, 精神神経科の中尾智博医師,
第二内科の前畠裕司医師, 秦淳医師, 医療経営管理学の
馬場園明医師, 鴨打正浩医師, 臨床薬理学の笹栗俊之医
師に非常勤医師を依頼した。  

（文責: 入江正洋, 戸田美紀子, 田中朋子） 
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 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
学部生 220 119 151 96 586 16.2% 
修士 67 47 49 37 200 5.5% 
博士 57 34 63 36 190 5.3% 
教職員 845 676 591 379 2491 69.1% 
研究生他 9 5 6 7 27 0.8% 
その他 32 29 36 14 111 3.1% 

計 1230 910 896 569 3605 100.0% 

       
留学生（再掲） 23 15 15 7 60 1.7% 

表 2 疾病別利用者数（内科） 
 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 

感冒 15 12 18 18 63 47.4% 
上部消化管 2 0 3 0 5 3.8% 
下部消化管 2 3 2 1 8 6.0% 
頭痛 2 2 4 4 12 9.0% 
その他 19 14 5 7 45 33.8% 

計 40 31 32 30 133 100.0% 
 
 
表 3 疾病別利用者数（外科） 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 7 2 5 3 17 50.0% 
打撲・捻挫 1 3 2 1 7 20.6% 
熱傷 1 1 0 0 2 5.9% 
腰痛 0 1 0 0 1 2.9% 
その他 2 4 1 0 7 20.6% 

計 11 11 8 4 34 100.0% 
 
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

	  4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
健康相談 3 1 4 1 9 0.22% 
禁煙相談 0 11 20 1 32 0.80% 
眼科 4 0 0 0 4 0.10% 
皮膚科 1 4 2 1 8 0.20% 
耳鼻科 1 0 1 1 3 0.08% 
歯科 2 1 1 3 7 0.18% 
婦人科 0 1 1 0 2 0.05% 
健診フォロー 590 323 305 127 1345 33.67% 
身体計測 52 24 32 11 119 2.98% 
血圧測定 51 52 20 9 132 3.30% 
保健コース 0 0 0 0 0 0 
新入生面接 0 0 0 0 0 0 
その他 13 3 11 5 32 0.80% 
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産業医面談 176 186 144 150 656 16.42% 
心理・精神相談 445 386 367 327 1525 38.17% 
健康診断証明書 41 33 31 16 121 3.03% 

計 1379 1025 939 652 3995 100.00% 
 
 
表 5 処置 

	  4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
診察 248 263 227 204 942      22.3% 
与薬 14 28 33 14 89 2.1% 
消毒 7 2 6 3 18 0.5% 
休養室 14 14 5 5 38 0.9% 
病院紹介 27 28 19 14 88 2.1% 
心理的対応 367 324 345 289 1325 31.4% 
その他 710 420 414 175 1719 40.7% 

計 1387 1079 1049 704 4219 100.0% 
 
 
表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 

	  4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
心理相談 96 88 117 96 397 26.0% 
精神保健相談(医師) 199 181 136 151 667 43.7% 
精神保健相談(看護職) 140 110 95 68 413 27.1% 
リトリート 0 0 0 0 0 0 
グループワーク等 0 0 8 7 15 1.0% 
電話相談(医師） 0 1 0 0 1 0.1% 
電話相談(ｶｳﾝｾﾗｰ） 9 6 9 5 29 1.9% 
電話相談(看護職） 1 0 2 0 3 0.2% 
電話相談計 10 7 11 5 33 2.2% 

計 445 386 367 327 1525 100.0% 

5) 大橋地区分室

大橋地区分室には、医師（内科）、保健師（看護師）が

常時配置され、学生・教職員の心身の健康保持・増進を

図るべく医療保健活動と健康支援活動を行っている。	

また、非常勤であるがカウンセラーが配置され、学生・

教職員のさまざまな相談にのっている。身体健康相談と

しては、風邪や腹痛などの一般内科疾患が大部分を占め

る。精神健康相談では、学業問題、進路問題、引きこも

りなどの相談が多い。学生・教職員が来室しやすい明る

い雰囲気のセンターにするべく努力している。特に、学

生の自殺対策として、指導教官と連絡が取れない学生、

引きこもり学生、単位取得が非常に悪いに対して、メー

ル・携帯等による呼びかけ、家族への連絡、下宿訪問な

どを精力的に行っている。	

（文責:	山本	 和彦、五島	 由乃）
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表 1 来室者状況 
  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 

学部生 79 70 68 73 290 46.8% 
修士 55 41 31 33 160 25.9% 
博士 9 2 6 4 21 3.4% 
教職員 24 32 26 43 125 20.2% 

研究生他 10 0 2 0 12 1.9% 
その他 0 0 4 7 11 1.8% 

計 177 145 137 160 619 100.0% 

       
留学生（再掲） 21 7 13 5 46 7.4% 

 
 
表 2 疾病別利用者数（内科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
感冒 24 10 18 14 66 55.5% 
上部消化管 4 2 5 2 13 10.9% 
下部消化管 3 1 1 1 6 5.1% 
頭痛 1 2 3 2 8 6.7% 
その他 13 5 1 7 26 21.8% 

計 45 20 28 26 119 100.0% 
 
 
表 3 疾病別利用者数（外科） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 6 4 5 2 17 56.7% 
打撲・捻挫 2 2 4 2 10 33.3% 
熱傷 0 1 1 0 2 6.7% 
腰痛 0 0 0 1 1 3.3% 
その他 0 0 0 0 0 0 

計 8 7 10 5 30 100.o% 
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
健康相談 1 1 4 6 12 2.35% 

禁煙相談 0 1 6 1 8 1.57% 
眼科 0 1 2 0 3 0.59% 
皮膚科 3 3 2 0 8 1.57% 
耳鼻科 1 2 3 0 6 1.17% 
歯科 1 0 1 0 2 0.39% 

婦人科 0 0 1 1 2 0.39% 
健診ﾌｫﾛｰ 15 13 6 5 39 7.63% 
身体計測 3 11 5 6 25 4.89% 

血圧測定 1 6 9 20 36 7.05% 
保健ｺｰｽ 0 0 0 0 0 0 
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新入生面接 0 0 0 0 0 0 

その他 3 0 1 1 5 0.98% 
産業医面談 2 9 4 6 21 4.11% 
心理・精神相談 84 82 66 93 325 63.6% 

健康診断証明書 12 3 1 3 19 3.71% 
計 126 132 111 142 511 100.00% 

 
表 5 処置 

	  4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
診察 62 53 53 37 205 24.6% 
与薬 54 37 44 25 160 19.2% 
消毒 9 4 4 0 17 2.0% 
休養室 4 3 3 2 12 1.4% 
病院紹介 7 3 8 5 23 2.8% 
心理的対応 80 69 63 84 296 35.4% 
その他 36 25 20 41 122 14.6% 

計 252 194 195 194 835 100.0% 
 
表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 

 4～6 月計 7～9 月計 10～12 月計 1～3 月計 総計 ％ 
心理相談 73 59 55 75 262 80.6% 
精神保健相談(医師) 7 14 8 9 38 11.7% 
精神保健相談(看護職) 4 3 0 7 14 4.3% 

ﾘﾄﾘｰﾄ 0 0 0 0 0 0 
ｷｬﾘﾔﾗｲﾌ等 0 0 0 0 0 0 
電話相談(医師） 0 6 2 1 9 2.8% 
電話相談(ｶｳﾝｾﾗｰ） 0 0 1 1 2 0.6% 
電話相談(看護職） 0 0 0 0 0 0 
電話相談計 0 6 3 2 11 3.4% 

計 84 82 66 93 325 100.0% 

 

6）筑紫地区分室 

筑紫地区の一般健康相談は, 健康科学センター教員, 
眞崎, 丸山, 入江, 永野, 山本, 一宮および梶谷（精神保健
相談）と保健師 1名（武吉）, 事務職員 3名（高原, 笹部）
で行った。 
平成 25年度の来室者数は, 学部生 34名, 大学院生 690
名, 職員 363名, 研究生・その他 10名を合わせると 1,097
名であった。平成 24年度と比較して 130名ほど減少して
いる。学生の利用は、学部・大学院ともに減少している

が、職員は増加している。学生数そのものに変化があっ

た可能性がある。 
疾患別利用者数では, 内科が 75 名, 外科が 56 名, 内
科・外科以外が 968 名であった。内科・外科以外のうち

一番多かったのは身体計測が 359 名であった。前年度と
比較して 160 名ほど減少しているが、その理由として禁
煙指導参加者の減少と「その他」の利用者が 100 名程度
減ったことが挙げられる  
来室者数は, 昨年の 1,228 名より上記の理由で減少し

た。内訳で検討すると, 外科の利用者数は微減であるが、
内科の利用者数が若干増加している。内科外科以外の利

用は減少しているが、業医面談が 3倍近く増加している。。
疾患別で検討すると, 心理・精神相談が昨年の 179 名か
ら171名になっており数としては微減している。これは、
外の医療機関への紹介などでの減少も考えられるが、上

記の診察時間の減少の可能性も考慮する必要がある。 
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産業医面談の中にもメンタル不調を訴える学生に関す

る教員からの相談が含まれており, 心理・精神相談にあが
っていない, メンタル不調の相談も少なくない。今後とも
メンタルヘルスに関する啓発を行っていく必要がある。 
保健活動としては, 生活習慣病の予防, メンタルヘル
スに問題を持つ学生の支援を中心として行った。分室の

役割は広く学生のプライマリ・ケアを行うことである。

今までにも増して, 分室で幅広い機能も充実させるとと

もに, 地区内における FD の実施などメンタルヘルス面
での対応の強化が望まれる。 
（文責: 眞崎 義憲, 武吉	 ひとみ） 

 
 

 

 

 
 

表 1 来室者状況 
 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 

学部生 12 11 5 6 34 3.1 
修士 159 173 136 81 549 50.0 
博士 53 32 27 29 141 12.9 
教職員 65 109 125 64 363 33.1 
研究生他 4 2 2 1 9 0.8 
その他 1 0 0 0 1 0.1 
計 294 327 295 181 1097 100.0 

       
留学生（再掲） 23 7 12 14 56 5.1 

 
 
表 2 疾病別利用者数（内科） 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
感冒 19 7 18 6 50 66.6 
上部消化管 0 3 2 0 5 6.7 
下部消化管 4 1 0 1 6 8.0 
頭痛 1 1 1 0 3 4.0 
その他 5 4 1 1 11 14.7 

計 29 16 22 8 75 100.0 
 
表 3 疾病別利用者数（外科） 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
創傷・擦過傷 10 2 8 4 24 42.8 
打撲・捻挫 7 2 4 4 17 30.4 
熱傷 1 2 1 0 4 7.1 
腰痛 0 1 0 2 3 5.4 
その他 3 2 0 3 8 14.3 

計 21 9 13 13 56 100.0 
 
表 4 疾病別利用者数（内科・外科以外） 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
健康相談 1 1 0 0 2 0.20 
禁煙相談 1 4 16 0 21 2.17 
眼科 1 2 2 0 5 0.51 
皮膚科 4 2 2 0 8 0.83 
耳鼻科 0 0 1 0 1 0.10 
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歯科 0 0 0 0 0 0 
婦人科 0 1 2 0 3 0.31 
健診ﾌｫﾛｰ 115 72 93 44 324 33.47 

身体計測 59 157 79 64 359 37.09 
血圧測定 0 0 1 0 1 0.10 
保健ｺｰｽ 0 0 0 0 0 0 
新入生面接 0 0 0 0 0 0 
その他 15 2 0 0 17 1.76 
産業医面談 0 14 4 0 18 1.86 
心理・精神相談 30 45 57 39 171 17.67 
健康診断証明書 20 3 2 13 38 3.93 

計 246 303 259 160 968 100.00 
 
表 5 処置 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
診察 23 30 30 10 93 7.8 
与薬 27 15 34 8 84 7.1 
消毒 11 2 7 2 22 1.9 

休養室 8 7 4 0 19 1.6 

病院紹介 10 14 18 13 55 4.6 

心理的対応 30 44 52 37 163 13.7 
その他 212 240 180 121 753 63.3 

計 321 352 325 191 1189 100.0 

 
表 6 心理・精神相談内訳（再掲） 

 4～6月計 7～9月計 10～12月計 1～3月計 総計 ％ 
心理相談 21 30 47 31 129 75.4 
精神保健相談(医師) 0 6 6 5 17 9.9 
精神保健相談(看護職) 7 7 1 0 15 8.8 
ﾘﾄﾘｰﾄ 0 0 0 0 0 0 
ｷｬﾘﾔﾗｲﾌ等 0 0 0 2 2 1.2 
電話相談(医師） 0 0 3 1 4 2.3 
電話相談(ｶｳﾝｾﾗｰ） 1 0 0 0 1 0.6 
電話相談(看護職） 1 2 0 0 3 1.8 
電話相談計 2 2 3 1 8 4.7 
計 30 45 57 39 171 100.0 

 

 
2. 産業保健活動 

1）伊都地区センターゾーン事業場 

	 伊都地区センターゾーン事業場の産業保健活動は,平成
25年度より山本紀子が嘱託産業医として、河野里奈が産
業保健師として担当している。平成25年度はのべ333名、
（利用者全体の8.0％）の教職員の利用があり、前年度と
くらべてやや減少した（平成24年度425人、9.9%）。産業

医面談は46件で、身体面での教職員の相談件数はさほど
多くなかったが、精神面での教職員の相談件数が増加し

ている。教職員のメンタル面のフォローは一宮が行って

いる。 
	 事業場の巡視・衛生委員会は年間を通して予定通り行

われた。新しいキャンパスであるために主として屋外に
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安全面の問題を多く抱えている。平成２５年夏より理学

部の新築工事が始まり、センターゾーンとウエストゾー

ンの間の歩道が工事に伴い一部変更になっている。工事

関係車両の通行が多く、工事現場近傍を学生や教職員が

通ることも多いため、これまで以上に安全面での配慮が

必要となっている。この地区は実験施設は少ないが、平

成２５年度にI2CNERが伊都ウエスト地区よりセンター
ゾーンに移転しており、安全面での配慮が必要である。

また、平成２５年度末には椎木講堂が完成し、総長室や

理事室のほか、事務局の一部も移転した。 
（文責: 山本	 紀子, 河野	 里奈） 

 
2）伊都地区ウエストゾーン事業場 

	 伊都地区ウエストゾーン事業場では、産業医永野と保

健師三谷が毎月の職場巡視と安全・衛生委員会、ならび

に健康診断および事後措置などの産業保健活動を担当し

た。 

	 平成 25年度の教職員の伊都地区ウエストゾーン分室へ

の来室者は 1,166名であり、前年度（1,121名）と変わら

なかった。産業医の面談件数は 74件（24年度 112件）と

減少した。 

	 職員健診の結果に基づいて行った、肥満者を対象とし

た継続的な生活指導「リフレッシュプログラム」は 24年

度も好評であり、プログラム終了後も測定を継続する職

員が多かった。 

	 安全・衛生委員会の主な議題は、ヒヤリハット報告へ

の対応、実験装置の誤作動への対応、労働基準監督署査

察指導への対応、環境測定結果への対応、クレーンの自

主点検、授業・実験中の事故対策について等であった。

伊都ウエストゾーンに存在するが他の事業場の管理対象

となっている７つの研究施設についても職場巡視の対象

となっており、該当施設からはそれぞれ代表者がオブザ

ーバーとして安全・衛生委員会に参加している。 

	 前年度に続いて、結核集団感染防止対策として、新入

留学生に健康診断書の提出を求めることが検討されたが、

やはり部局単位ではなく全学的な方針が欲しいとの意見

であった。 

	 職場巡視は毎月 1 回、産業医、労働衛生コンサルタン

ト、安全・衛生委員、保健師、巡視先の衛生管理者、お

よび人事係のメンバーで実施された。主な指摘事項は、

実験室・研究室の棚・ボンベ等転倒対策、有機溶剤廃液

の処理、ドラフトの適正使用、実験室等の試薬・設備管

理、配線の処理等であった。各部門でも週 1 回、衛生管

理者が巡視を行っており、安全衛生に関する労働者の意

識も向上しているが、部門により報告状況に差があり、

更なる周知・徹底が必要である。 

（文責：永野	 純、三谷	 梨沙） 

 

 
 

3) 箱崎地区事業場 

箱崎地区事業場の産業保健活動は，産業医 1名(一宮)
と専任衛生管理者の産業保健師 1 名（宮川ミチコ・キ
ャンパスライフ・健康支援センター）を中心としつつ，

基幹教育院の精神科教員(一宮)，内科系教員 4 名（丸
山・入江・眞﨑・山本紀子）,保健師 2名（松園・竹下）, 
事務職員 3名（安藤・下川・笹部）の全面的協力を得
て進めた。 
 
	 (1)日常の健康相談 
  	 	 箱崎分室には平成25年度に全体で6,119名の利
用者があったが，教職員の利用は 1,924名 31,4%
であった。健診に基づく事後措置の実施，保健指

導、健康相談のための来室者が多かった。 
 
  (2)健康診断 
  	 	 健康診断における有所見により，紹介状発行，
再検査や治療勧告，或いは面談を行って事後指導

を実施した。また, 過体重の職員を対象に，生活
習慣改善を目的としたリフレッシュプログラムを

展開しており, 体重管理や健康づくりのため, 自
己測定を継続する教職員も多かった。 

 
  (3)裁量労働者の報告書 
  	 	 箱崎地区事業場にある部局の教員から, 1 年間
で 657件の報告があった。健康診断の結果を参考
に健康状態を確認し, 面談希望者には面談を実施
した。 

 
  (4)長時間労働者の面談 
  	 	 時間外勤務が 1か月で 100時間を超えるか, 2～

6ヵ月の平均で 1か月につき 80時間を超える場合
は, 面談を行った。1年間で延べ 21名が対象とな
った。面談結果は意見書にて所属部署や部局へ報

告し，事後対策を依頼した。多くの場合, 面談時
には既に疲労が回復していたが, 回復が完全でな
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い職員については面談を継続した。   
 
	 (5)休職・復職に関する面談 
	 	 	 原則 1 ヶ月以上を超える病気休暇が必要とされ
るものについては面談を行った。復職の可否・就

業制限などの措置を決定し、就業上の配慮に関し

て関係部署と調整・連携をはかり、職場復帰支援

を実施した。	  
 
  (6)職場巡視 
  	 	 箱崎地区・貝塚地区の部局を順に, 毎月 1 回巡
視した。巡視は産業医, 専任衛生管理者の他, 巡視
先部局の衛生管理者 1名・工営係 1名が加わり, 30
分程度見て回った。年々, 部局での対策が進んで
指摘事項の改善が見られるものの, 相変わらず, 
整理・整頓・清潔・清掃の 4S, 高圧ボンベや本棚
等の固定, 消火器・防災設備・避難通路, 喫煙に関
することが指摘された。 

 
 (7)安全・衛生委員会 
  	 	 箱崎地区事業場の衛生委員会は箱崎地区部会
（委員長：人環研究院長	 箱田裕司先生）の担当

で毎月 1 回, 原則として第 4 火曜日の午前 10:30
から開催された。産業医・専任衛生管理者と労働

衛生コンサルタントからの職場巡視報告と, 対象
部局からの改善報告, 各部会からの活動報告がな
され, 赤水問題・喫煙場所・駐車場問題・通勤途
上の安全対策等が引き続き議論された。 

（文責：一宮	 厚, 宮川ミチコ） 
	  

 
3）病院福岡地区事業場 

病院福岡地区の平成 25 年度の産業保健活動は, 専属産

業医丸山と日高産業保健師が担当した。 

病院職員に対する産業衛生相談は、医歯薬系の教員と

事務系職員を主に入江が, 病院職員を主に丸山が対応し、

精神的な問題に関しては一宮が対応した。病院地区でも

心理面での問題を抱えるケースも次第に多くなり, 磯貝

産業カウンセラーへの相談が過密になりつつある。健康

相談室の事務は藤高（常勤）と奥村（非常勤）が担当し

た。 

病院事業場としての産業保健活動の大きな特徴は長時

間労働に関する面談対象者が多いことである。今年度は

全学で 69 名の長時間労働面談対象者があり、うち 52 名

が病院事業場であった。 

職員健康診断で指摘事項のあった職員に対しては、他

地区と同様リフレッシュプログラムを呼びかけた。大学

法人化（平成 16年度）以降医療労働も過密になり、長時

間労働や労災二次の面談が時間的に困難なケースも多く

なり、その面談調整や未受診者の追跡が産業保健師の新

たな業務負荷となっている。今年度の教職員の来室者は

病院事業場と馬出地区事業場を合わせてのべ 2491名であ

った。 

職場巡視は病院地区事業場においても年度計画に基づ

いて予定通りに行われた。安全衛生週間には病院長をト

ップとした安全衛生パトロールを行った。病院内も部署

や特殊性や業務の違いによって指摘事項はまちまちであ

ったが、室内照度の問題（照度不足）や配線の問題（タ

コ足、ケーブルの過長と巻線）はかなり共通した指摘事

項であった。 

安全衛生委員会も年間を通して予定通り行われた。委

員会では巡視報告以外にも職員健診や特殊検診の案内と

結果報告、長時間労働の実態、衛生週間の取り組み、年

間の労働災害の内容と件数などについて議論された。当

面の課題は九大病院別府地区の職場巡視と安全衛生委員

会の立ち上げである。 

 

（文責: 丸山  徹, 戸田 美紀子） 

	

5）馬出地区事業場 

 馬出地区事業場の産業保健活動は,	産業医の入江と産

業保健師の日高,	三宮が担当した。馬出地区事業場と病

院福岡地区事業場を合わせた病院地区分室への教職員の

来室者数は,	平成 16 年度の 546 名から平成 17 年度 941

名,	平成 18 年度 1,287 名,	平成 19 年度 1,405 名,	平成

20 年度 1,605 名,	平成 21 年度 1,440名（一時移転のため

減少）,	平成 22年度 2,440名,	平成 23年度2,484名,	平

成 24 年度 2,840 名、平成 25 年度 2,491 名へと著しい増

加を示しており,	大学法人化以降約 5 倍となっている。

概して,	教職員のメンタルヘルス不調や過重労働,	ある

いはそれらに起因する休職者数が増加し,	そのための面

談件数が増えている。特に,	心理・精神相談は,	平成 16

年度の 96 名から平成 25 年度は 1,525 名となり,	実に約

17 倍もの増加である。医師による精神相談は,	産業医で

ある入江が担当している。産業医の入江は,	これまで職

場メンタルヘルスや平成 13年の脳・心臓疾患の労災認定
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基準改正の草案作成に携わってきた経緯から,	病院職員

のメンタルヘルスや過重労働に関する面談も担当してい

るが,	近年は事務系職員や医師のメンタルヘルス問題へ

の対応件数が増えている。	

（文責:	入江	正洋,	日高美樹,	三宮知美）	

 
6)	大橋地区事業場	

大橋地区教職員の心身の健康維持・増進を図るべく、

産業医療保健活動を行っている。また、職場の安全衛生

環境・意識を高めるため、職場巡視を行い、安全衛生委

員会等で職場安全衛生について議論・提言をしている。

これにより、各研究室や実験室の整理・整頓、教育・職

場環境は徐々に改善している。教職員のメンタルヘルス

に関する相談・対応が増えるとともに、大橋キャンパス

の建物等の老朽化で修理・補修を要する箇所が増えつつ

ある。	

（文責:	山本	和彦） 

 

7) 筑紫地区事業場 

 筑紫地区の平成 25 年度の産業保健活動は, 産業医眞崎
と保健師武吉が担当した。教職員の来室者数は 363 名で
昨年より増加が見られ、産業医面談も今年度は 3 倍近く
にまで増加している。昨年は産業医面談が減少したが、

一過性のことだったと思われる。筑紫地区での産業保健

活動の認知が広がり来室者が増えたのと同時に, 学生, 
教職員のメンタルヘルス問題に関して対処に苦慮してい

る指導的立場の教員が多く相談に訪れている。 
長時間労働を行っている裁量労働勤務者が著しく多いわ

けではないが, 長時間労働を行っている者はほぼ固定化
しており, 報告書を見るたびに改善を指示しているとこ
ろであるが, 長期的に改善が見られることは少ない。啓発
とともに全学での対応が望まれる。 
事業場の職場巡視・衛生委員会は年間を通して予定通り

行われた。総合理工学府自体が, 産業との結びつきが比較
的強いため各衛生委員の意識は高く活発な議論が行われ

た。衛生委員会と学務委員会が主導して, 筑紫地区の教職
員がまとまって作成した「安全の指針」は学生・教職員

の研究・実習環境における安全・衛生管理についてまと

めたものであり, 英語版に加え、中国語版、韓国語版が年
度初めに配布されている。 
職場巡視ではここ数年の巡視成果が蓄積され, 指摘事項
の改善が多く見られようになった。その反面, 改善が見ら
れない部署が際だってきた面も否めず, 今後はさらなる

指導が必要だと考えられる。 
                                （文責: 眞崎 義憲） 
 
3．学生相談 
平成 25 年度よりキャンパスライフ・健康支援センターが

発足し、新たに学生相談室として出発した。発足時のス

タッフは以下の通りである。	

	 常勤カウンセラー5名で出発したが、新たに小田真二助

教を迎え、年度末には６名（吉良、福留、福盛、松下、

小田、高松（留学生担当・留学生センター兼任））非常

勤のべ11 名（1回 4時間,	週 1回～月 2回）体制で学生

相談を行った。	

	

（1）箱崎地区学生相談室（旧学生生活・修学相談室）	

	 常勤カウンセラー2名（吉良・福留）で担当した。	

（2）箱崎地区学生相談室（旧健康科学センター・健康相

談室）	

	 常勤カウンセラー2名（福盛：火・金,	松下：月）,	非

常勤カウンセラー,	（吉永,	斎藤,	高野,	太田:	原則各

週 1回・4時間が主、高野先生は複数曜日）、兼任カウン

セラー（佐々木先生・人間環境学研究院）で対応した。	

（3）伊都地区ウエストゾーン分室	

伊都ウエストゾーン・学生相談相談では、常勤カウンセ

ラー2名、非常勤カウンセラー1名（中園先生）が担当し

た。	

（4）病院地区分室	

病院地区は、常勤カウンセラー1名（松下）、非常勤カウ

ンセラーの中園先生（週 1回,	4時間）と教職員相談担当

カウンセラーの磯貝先生が担当した。	

（4）筑紫地区分室	

筑紫地区学生相談では,	週に 2日各 4時間ほど,	常勤カ

ウンセラー	福盛・松下が対応した。	

（5）大橋地区分室	

大橋地区学生相談では、常勤カウンセラー1名（福盛）が

週に 1回,	非常勤カウンセラー3名（1人あたり週 3回 4

時間）で相談対応を行った。	

	

＜組織統合に伴うシステム構築＞	

	 組織統合に伴い、学内規則・規程などが変更になった。	

	 これまで別々の組織で行っていた新入生面接などの業

務を再編し、学生相談室全体の業務とした。	

学生相談部門会議の開催	

	 常勤カウンセラーが週2回集まり「学生相談部門会議」
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を開催した。	

	

＜実施業務＞	

（１）個別の学生相談	

	 昨年に引き続き来談関係者の相談（保護者・教職員）

の相談が増えており,	教職員や学内各部署と連携しなが

ら心理支援を行っている。また教職員とのコンサルテー

ションなどを行うことも増えてきている。	

	

（２）新入生面接	

7. 新入生健康支援面接・新入生面接を参照のこと。 

 

（３）学生相談セミナー	

	 引き続き、学生相談セミナーを主催した。平成 25 年 9

月 13日（金）10:00〜12:00、テーマは「九州大学におけ

る発達障害のある学生の修学支援の実際〜理系学部と文

系学部での取り組みについて〜」、開催場所は旧工学部

本館 2階 4番講義室であった。	

	

（４）全学ＦＤ（キャンパスライフ・健康支援センター

として）	

	 健康相談室と学生相談室が共同企画で全学ＦＤとして、

平成２５年１１月１９日（火）１５：３０	～１７：３０、

「平成２５年度第３回全学ＦＤキャンパスライフ・健康

支援講演会講演”就活自殺”急増の背景に迫る」という

テーマで、講師に清水康之先生(特定非営利活動法⼈自殺
対策支援センターライフリンク代表)を招聘し講演会を

行った。	

	

（５）サイコリトリート活動	

	 サイコリトリート（学生の居場所活動）は,	キャンパ

スライフ・健康相談室内にあり、長期留年や病気療養、

ひきこもり回復期などの理由で、日頃学内で居場所がみ

つかりにくい学生やグループ体験を求める学生に開放し

ている。平成 24年度は月に 1〜２回の頻度で行事を実施

した。また福岡市えがお館の居場所活動「ピースフル」

と交流を行った。大野真利奈さん（人間環境学研究院）

に週 1回非常勤スタッフとして協力してもらった。	

	

（６）親の会活動	

	 平成２５年１０月１９日（土）	 13:00～17:30 にキャ

ンパスライフ・健康支援センター箱崎分室・健康相談室

で行った。内容は、九州産業大学の山川京子先生により

「学生は居場所によってどう成長するのか」、広島修道大

学の大島啓利先生により「周囲の人が見守る意味〜広島

修道大学の談話室から見えてきたこと」）というテーマで

卓話があり、その後、講師を囲んで Q&A、交流会、カウン

セラーとのスポット面接が行われた。	

	

＜課題＞	

	 今年度より、キャンパスライフ・健康支援センターが

発足し、健康科学センターの学生相談担当と学生生活・

修学相談室と統合が行われた。また、来年度には、学生

支援コーディネーターや障害学生支援等新たな役割をも

ったスタッフが増える予定であるが、連携がスムーズに

行われるように取り組みたい。(文責：福盛	 英明)	

	

4. 精神保健相談 

精神的な問題について，キャンパスライフ・健康支援セ

ンターの各キャンパス分室において医師が診療したもの

を精神保健相談業務として報告する。	

	 平成 15 年度以降，常勤の精神科医（一宮）と心療内科

医（入江）が中心となって、主として精神症状を有する

学生ならびに教職員の診療業務に携わってきた。精神面

の問題での来談者は年々増えており，カウンセラーを始

め，内科医，保健師・看護師などによる対応も増えてい

る。ここでは医師が診察した場合について述べるが、診

断は 15 年度から ICD-10 に従って分類している。	

	 常勤の精神科医（一宮）は，平成 25 年度もすべてのキ

ャンパスにおいて週に半日の相談の機会を確保すべく各

地区を転々として診察に当たった。原則として月曜から

水曜をほぼ半日づつ各地区での診療に当て，それで不十

分な場合には，木曜や金曜の半日を病院地区などで診療

に当てた。金曜午前は従来から九大病院精神科神経科の

外来で診察をしてきたが，そこでも九大生の継続的な診

察を行っている。そもそも常勤の精神科医１人では５つ

のキャンパス（７つの事業場）の全てをカバーするには

十分ではない。そのため，従来通り医学部精神科神経科

の教員に非常勤業務をお願いした。25 年度は箱崎地区に

は水曜に佐藤医師，病院地区には水曜に中尾智博医師に

来ていただいた。また，伊都地区には金曜日に外部から

川島範子医師に来ていただいている。常勤の心療内科医

（入江）は、相談件数の多い箱崎，病院地区と，筑紫地

区において診察に当たった。また各地区では，他の内科

医師も精神面の問題を抱えた学生を診療している。	

	 活性化制度を利用してようやく平成25年度からの増員
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が決まり、准教授の選考を進めた。結局、基幹教育院で

の人事選考過程に時間が予想以上の時間がかかり、採用

は半年も遅れて平成26年４月ということになってしまっ

た。	

	 教員の診察は、主たるは産業医としてのそれである。

休職やその後の復職の可否に関する手間のかかる判定業

務が多く，入江と一宮の業務の多くを占めてしまってい

る。また、各地区の内科医は長時間労働の面談等に従事

している。	

	 こうして平成 25 年度の精神面に関する診療（患者さん

本人）は学生 249 名と教職員 205 名，そのほか卒業生な

どの31名に対して行った。学生の診療者数は前年度が151

名であったが約６割以上も増加した。関係者を含む面談

は延べ 668 回で，１人当たりの面談回数は約 2.7 回であ

った。長期の治療を要する学生は市内の医療機関を紹介

するが，九大病院に受診することができる学生は引き続

き大学病院外来で一宮が治療している。	

	 教職員は前年度の 116	名であった。独法化直前の平成

15 年には産業医としての面談はなかったが、その年の 23

名に比べると産業医面談は増加した。しかし、独法化後

増え続けて 大数であった前年25年の131名からは減少

した。25 年のセンター発足で学生支援こそが本務である

という観点に立ち戻り、職員対応を必要 小限にするよ

うに方向転換したためだと考えられる。関係者を含む面

談は延べ 1200 回で，１人当たりの面談回数は約 10.3 回

であった。産業保健は，復職後の職場環境調整などのた

めに職場の上司との面談が必要で，本人の診察だけでは

終わらないのが普通である。上司等との面談も多く，教

職員との面談にさかれる時間は相変わらず多い。	

	 診断内訳は，表に示すとおりである。産業保健におい

ては，職員自身のみならず，職場での対応などのために

関係者支援が重要になり時間も割かれることになる。	
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（文責: 一宮	 厚） 

 

5. 健康診断 

学生定期健康診断 

	 平成25年度より、学生定期健康診断は、病院地区の同
窓会館と伊都地区の稲盛財団記念館の２会場で実施した。

今後、キャンパス移転が進むことを念頭に今年度以降は、

２地区での健康診断実施を計画している。２５、２６年度

は稲盛財団記念館の使用許可が出たが、それ以降について

は今後の検討が必要である。 
4月2、3、4日が新入生（学部生は全員、修士については
箱崎、病院、大橋、筑紫）、5日から11日までが在校生を
対象とした病院地区での実施であった。4月15日に伊都地
区の設営を行い、4月16日から19日は、伊都地区の学生（新
入生、在校生）の健康診断を実施した。その後、6月下旬
まで再検査や精密健診を行った。さらに、肥満学生に対す

る「ウェルカム」生活習慣改善プログラムを実施した。 
	 平成25年度の定期健診の全体的な受診数は14,168人、
受診率は75.4%で、前年度の74.6%から0.8%上昇した。例
年と同様に、学部新入生は98.8%と高い受診率を示し、就
職活動年に相当する学年では受診率が7割を越えるが、博
士課程では1年生で7割、3年生は5割を切っている。今年
度、健診実施会場を２会場にしたことにより、学部2年生
の低い受診率が著明に改善し、昨年度46.3％だったものが
59.9％に上昇した。また、学部によるばらつきが小さくな
いことも例年通りであり、受診率が低い学年や学部では、

当該部局等に働きかけているものの、効果が見られない集

団も存在する。 
健診の実施については特に大きなトラブルはなく、日程通

りに無事終了した。初めての２会場実施であったが、業者

との十分な打ち合わせとスタッフの入念な準備のおかげ

だと考える。ただし、指定日外受診者の中には健診項目の

異なる者があり、その対応が煩雑であったことが反省材料

として残る。 
なお、上記したように平成26年までは場所が確定してい
るものの平成27年以降の実施場所が確定しておらず、関
係各部署との調整がなお必要である。伊都地区での開催に

より、伊都地区学生の利便性が向上し、受診率の向上につ

ながることを期待している。 
（文責：眞﨑義憲） 
 
精密健診 
	 定期健康診断で精密検査が必要と判断された者につい

て、精密健診を行った。心電図や心音にて心疾患が疑わ

れた者は、健診会場にてキャンパスライフ・健康支援セ
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ンター医師が診察を行い、必要に応じて後日分室で面談

を行った。血圧の高い者（150/90 mmHg以上）や脈拍の
速い者（110 bpm以上）は、後日分室にて二次測定およ
び自己測定を行い、異常が続く場合は医師が診察を行っ

た。尿検査異常（蛋白または糖が 1+以上）のあった者は、
後日分室にて 大 2 回の再検査を行った。既往歴などか
ら必要と判断された者についても、分室にて診察を行っ

た。これらの健診にて、さらなる精査や治療が必要と判

断された者については九大病院などの二次医療機関へ紹

介した。 
	 胸部Ｘ線（間接撮影）で異常所見のあった者のうち、

骨格系異常者（高度の側弯など）は整形外科に紹介し、

心疾患が疑われた者は、分室にてキャンパスライフ・健

康支援センター医師が診察を行った。これ以外の者（主

に呼吸器疾患が疑われた者）については、福岡結核予防

センターの県庁内診療所および伊都、病院、箱崎の 3 地
区で検診車による直接撮影を行った。その結果治療また

は精査が必要な者は九大病院へ紹介し、精査は不要だが

経過観察が必要な者は 3ヶ月、6ヶ月、または 12ヶ月後
の再検査（直接撮影）を行った。胸部Ｘ線の読影（間接

撮影、直接撮影とも）は、九大病院放射線科の全面的な

協力のもとに行われた。 
	 以上についての該当者数は、「資料」章の「定期健康診

断精密検査実施状況」項に示す。 
（文責: 眞崎 義憲） 

 
職員健康診断 

	 大学法人化以降、国立大学時代に行っていた健康診断

から、労働安全衛生法に則った健康診断へと順次移行し、

現在はほぼその体勢が整っている。国立大学時代に低か

った一般健康診断の受診率も、法人化以降は受診率を高

めるための様々な活動を行い、全学的にもこれに呼応す

るようになり、平成 25年度の職員総合健康診断（一般健
康診断および前期特殊・特定業務従事者健康診断）の受

診者数は 6,704 人、受診率は 99.3%に達している。具体
的な健康診断の種類と時期は以下の通りである。 
・一般健康診断（6月） 
・特定業務従事者健康診断（前期 6月、後期 12月） 
・特殊健康診断（前期 6月、後期 12月） 
・雇入時健康診断（各月随時） 
・労災二次健康診断（8月） 
・海外派遣労働者健康診断（随時） 
・遺伝子組換え及び研究用微生物実験従事者健康診断（11

月） 
・ＶＤＴ作業従事者健康診断（12月） 
・電離放射線健康診断 
	 （血液・皮膚：5-6月，9月，11-12月，2月，眼：4-5
月，9月，11-12月，1月） 
・大腸集団検査（12月） 
・胃集団検査（11月, 12月） 
・子宮頸がん検査（7月，8月，9月，10月，11月） 
	 このうち、雇入時健診の受診者数は 1,330 人，後期特
殊・特定業務従事者健診は 2,644 人（受診率 98.4%）海
外派遣労働者健康診断は 21人、遺伝子組換え等実験従事
者健診は 0人であった。 
（文責：眞﨑義憲） 
職員健康診断・事後措置 

	 	 総合健診等の結果、再検査や精密検査が必要とされ

た事後措置対象者は 3,793名で以下の通りであった。 
・二次検査（尿）：1,071人 
・二次検査（血圧）：254人 
・要産業医面談：125人 
・要精査（再検査）：1,188人 
・治療継続勧奨：1,155人 
	 事後保健指導として、肥満者に対する「リフレッシュ

プログラム」（生活習慣改善のために本学独自に開発した

特別プログラム）を勧奨した。参加同意者は 44人（昨年
度は 41人）であった。H24年度より、勧奨方法を健診会
場での呼びかけから文書のみに変更したため参加者数は

減ったが、モチベーションの高い参加者が増えたため、

脱落者は減少した。 
（文責：眞﨑義憲） 
 
遺伝子組換えおよび研究用微生物実験従事者等の健康診断  

本学では, 九州大学遺伝子組み換え実験安全管理規則お
よび九州大学研究用微生物安全管理細則の規定に基づい

て, 遺伝子組み換えおよび研究用微生物を用いた実験に
従事する職員, ならびに学生を対象として, 特別健康診
断を実施している。遺伝子組み換え実験安全委員会の委

員であるキャンパスライフ・健康支援センターの教員（医

師）, および箱崎地区の保健師が実務を行い, 総務部職場
環境室が事務処理を担当している。 
本年度の実験従事者は, 1,545名（職員 591名, 学生 954
名）であった。全員を対象に, 質問票を用いて既往歴, 現
在の治療歴, 自覚症状, 定期健康診断受診の有無と結果
についての問診を行った。 
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昨年度から, 下記基準に示すレベル 3以上は全員特別健
康診断対象者とし, 下記基準2あるいは3に該当する者に
関してはキャンパスライフ・健康支援センターの教員（医

師）が問診票による判定を行った上で対象者を決定し, 特
別健康診断を実施することとなった。健診結果の総合判

定は同じ教員が実施することになった。 
以下に特別健康診断実施にかかる要否判断の基準を示す。 
1. レベル 3以上（「遺伝子組み換え実験従事者のうち封じ
込めレベルが P3以上」あるいは「研究用微生物実験従事
者のうちレベル 3以上の研究用微生物を用いて実験を行
う者」）の実験従事者 
2. レベル 2の実験従事者のうち, 人に対する病原微生物
を取り扱う者で, かつ「自覚症状」や「定期健康診断受診
状況と結果」等の記載から受診が必要と判断された者。 
3. その他, とくに受診が必要と判断された者。 
上記の基準に基づき、問診票などによる判定を実施した

ところ、健康診断の必要な該当者がいなかったため、平

成 25年度は実施をしなかった。 
質問票は, 平成 16年以降は職場環境室で保管している。
また, 血液検査の余剰血清は, 筑紫地区の冷凍庫で保管
しており, その保管期間は原則として 5年間である。 
                              （文責: 眞崎 義憲） 
 
外国人留学生の秋季特別健康診断 
実施期日：平成 25年 10月 30日 
実施場所：健康科学センター病院分室および歯学部講義

室 
対 象 者：春季留学生は、留学生センターのみならず正
規の学部生にも含まれるため、全体数の把握は困難であ

った。秋季入学者の留学生で、入学の際に胸部Ｘ線撮影

を含む健康診断を受け、健康診断書を提出し、かつ結果

に異常が無いと判断された場合は、健康診断受診を免除

する措置を行った。その結果、秋季の留学生健診対象候

補者 527人のうち、受診が必要であった者は 437人であ
った。この数は、年々増加傾向にある。 
受 診 者：384人（平成 24年度 335人） 
受 診 率：87.8%（平成 24年度 84.0%） 
検査項目：身体測定、尿検査、血圧測定、心電図、内科

診察、胸部Ｘ線撮影 
秋季は、胸部 X線撮影の異常者は 6名、尿検査の異常者
は 26名、血圧測定の異常者は 11名、内科診察での有所
見者が 4名であった。尿検査･血圧に所見がある学生は健
康科学センター分室において二次・精密検査を行った。

胸部Ｘ線撮影で精査が必要とされた学生は、日本人学生

と同様に、放射線科で直接撮影による再検査を行い、必

要に応じて九大病院呼吸器科や放射線科等を紹介した。 
（文責：眞﨑義憲） 
大学院生対抗駅伝大会のための健康診断 
実施期日：平成 25年 11月 12日～12月 6日 
実施場所：健康科学センター伊都地区ウエストゾーン分

室 
対 象 者：工学府駅伝大会参加者 
受 診 者：107人（H24年度 99人） 
工学府駅伝大会への出場希望者を対象として大会直前に

実施している。ただし、本健康診断は、学生定期健康診

断を受診していることを受診の条件とし、項目は医師に

よる問診と診察である。4名は心電図検査を実施し異常な
く、4名はかぜ症状が改善すればとの条件付きであったが、
受診した 107名全員が参加可能と診断された。 
（文責：眞﨑義憲） 
	

6. 健康および安全・衛生に関する全学会議 
1）保健管理専門委員会 
保健管理専門委員会は、親委員会である学生委員会が

学生支援委員会となり、その下部委員会である保健管理

専門委員会も健康支援委員会となった。構成員は学生支

援委員会委員で、委員長はキャンパスライフ・健康支援

センター長である 
(文責：眞崎 義憲)	  
 

2）環境安全衛生推進室会議 

環境安全衛生推進室会議は全学的な環境・安全・衛生

上の諸問題を取り上げ、その審議を通じてそれらの諸問

題の改善を図る会議である。健康衛生管理部門、環境安

全管理部門、高圧ガス等安全管理部門、特定分野安全管

理事務部門、エネルギー資源管理部門から構成されてお

り、事務は総務部の職場環境室・安全衛生係が所掌して

いる。 
	 平成 25年度の環境安全衛生推進室会議は 7回開催され、
国立七大学安全衛生管理協議会での承合事項の検討や協

議会からの報告、本学の本年度の安全衛生管理の年度計

画の実行や次年度の年度計画の策定などについて協議さ

れ、年間を通じて 2 回（前期・後期）の作業環境測定結
果についても報告があった。	  
	 さらに健康衛生管理部門に喫煙対策検討 WG、環境安
全管理部門には化学物質管理支援システムに関する WG
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が設置されており、特定の問題に対して専門的見地から

実効性の有る提言が環境安全衛生推進室会議で行なわれ

た。 
	 国立七大学に共通する環境安全衛生関連の問題点を共

有し、議論する場として国立七大学安全衛生管理協議会

が年に 2回（今年度は第 11回と第 12回）開催されてい
る。本協議会に関して本学は環境安全衛生推進室が所掌

し、今年度は 9 月 6日に第一回が北海道大学で開催され
た。各七大学から持ち寄られた承合事項は、①喫煙対策

について、②安全衛生活動への産業医の関わりについて、

③針刺し事故について、④事故災害報告書に関わる事故

原因の究明と再発防止策の立案について、であった。第

二回は大阪大学で 2月 27日に開催され承合事項は、①毒
劇物の管理について、②有機則、特化則に基づく健康診

断の実施状況について、③新入教職員に対する安全教育

の現状と課題について、であった。 
	 さらに九州地区の国立大学でも共通する安全衛生管理

面の課題を持ち寄り討議する場として九州地区国立大学

法人安全衛生連絡会が毎年開催されている。今年度は 11
月 15日に本学で開催され、①第 11回および第 12回国立
七大学安全衛生管理協議会について（報告事項）、②労働

衛生について（承合事項）、③安全衛生管理体制について

（承合事項）、④九州地区国立大学法人安全衛生連絡会要

項について（討議事項）、であり、④については参加大学

が輪番制で連絡会を主催し、次回は宮崎大学が当番校に

決定した。 
（文責：	 丸山	 徹） 

	

7. 新入生健康支援面接 

新入生面接  

キャンパスライフ・健康支援センター（旧健康科学セ

ンター）では, 学生の健康に関するニーズに基づいたサー
ビスを提供するという「健康支援モデル」に基づいた業

務活動を目指しているが, その一環として新入生の潜在
的なニーズに対応する目的で, 入学後に健康相談を実施
してきた。 
平成 18度以降, 新入生向けの「健康支援パッケージ」
では高校時代の生活習慣と既往歴について調査し, 平成
14年度から行っている定期健康診断時の自覚症状と生活
習慣についての調査「健康生活支援調査」と併せて入学

時の健康調査とし, これらをもとに面接の対象を選出し
た。平成 24年度からは，九州大学で独自に作成した「発
達的な課題を有する学生への支援に関するアンケート」

も追加し，発達障害傾向による大学生活での修学困難の

可能性をチェックする試みも開始し，面接の対象とした。 
1）心理精神健康相談 

心理健康相談は, カウンセラー（常勤の福盛と松下，非
常勤の井上綾子, 中園照美，斎藤明子）と精神科医（常勤
の一宮と非常勤の川島範子）とで行った。対象は, 1.精神
疾患ならびにストレス関連疾患の既往がある者, 2. 対人
コミュニケーションに問題がある可能性がある者, 3.発達
障害傾向による修学上の困難を有する可能性がある者, 
とした。 
来談勧奨者は 184人で, 実際の来談者は 156人であり, 
来談率は 84.8％であった。 
内訳は,神経症水準の問題が 16名（10.3％）, 精神病水
準の問題を有する者も 2 名（1.3％）いた。また, 性格上
の問題が 59名（37.8％）, むしろ身体の問題であった者
が 5名（3.2％）であった。62名（39.7％）は問題なしで
あった。発達障害の問題を有する者は 18 名（疑いは 40
名）であった。 
これらの学生に対しては, 心理相談の紹介を 88 名
（56.4％）に, 治療の指示も 7名（4.5%）に対して行い, そ
のほか性格・行動面についての認識の促進や生活指導を

行った。39 名（25.0％）に対しては特に指導の必要性が
ないと考えられた。 
 
2）一般健康相談 

一般健康相談は, 主として身体に関する相談で, 内科
医の 1名（常勤の山本紀子）が行った。対象は, 1-C. 「障
害者手帳を持っていますか」, 1-D. 「心身の病気や障害
のために日常に支障をきたしていますか」に○をつけて

いる者であった。ただし, 該当する問題について定期健康
診断時に検討され指導を受けたり, あるいは診断結果に
よって問題なしとされた者は対象から除いている。 
来談勧奨者は 43 人で, 来談者は 16 人で, 来談率は

37.2％であった。内訳は, 2名（12.5％）が異常なし,  身
体疾患が 14名（87.5％）, 身体障害は 0名（0％）で,  精
神疾患は 0名（0％）であった。これらの学生に対して, 健
康相談の継続の指導を 5 名（31.3％）に, 治療の指示を
10名（62.5%）に行った。 

（文責: 一宮	 厚） 
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資料 

3. 学生相談・精神衛生相談関係統計 

1）健康支援パッケージによる面接の結果（平成 25 年度） 

精神・心理系 

健康支援パッケージの結果 面接結果 

入学者数 回収数 
回収率

（％） 
面接該	

当者数 

面接該

当率

（％） 

受面接

数 
受面接率

（％） 
異常 
なし 

性格 
問題群 

神経症

問題群 
精神病

群 
身体問

題・他 

2708 2682 99.0% 184 6.8% 156 84.8% 62 59 16 2 5 

 

身体系 

健康支援パッケージの結果 面接結果 

入学者数 回収数 
回収率

（％） 
面接該

当者数 

面接該 
当率 
（％） 

受面接 
数 

受面接率 
（％） 

異常 
なし 

障害 
問題群 

身体 
疾患群 

精神 
疾患群 

家族の

問題・他 

2708 2682 99.0% 43 1.6% 16 37.2% 2 0 14 0 0 

 

8. 感染症対策 

感染症の確認システムは、東日本大震災を踏まえて、

災害時の危機管理に応用されている。安否確認システム

として、「安否確認メール」による調査が毎年一回確認さ

れるようになった。今後、大規模な感染症が発生した際

には感染症拡大阻止に活用できることが確認された。 
今年度も, 新入学生に対する麻疹等感染症の感受性調
査票送付と麻疹ワクチンの接種勧奨は今年も実施した。

ワクチン接種は, 健康科学センターからの呼びかけが接
種動機になっている者が多かった。今後も感受性調査と

ワクチン接種勧奨を行っていく予定である。 
（文責: 眞崎 義憲） 

 
9. 情報発信活動 

	 組織改編に伴い、暫定的なHP修正を 7月に実施した。
組織の構成も健康科学センター時代とは全く異なり、また

HPの運営経費についても予算の検討を行う必要があり、
9月よりHPの改修のための検討が始まり、年度末にキャ
ンパスライフ・健康支援センターとしての新しい HPを開
設した。 

（文責: 眞崎 義憲） 

 
10. ＦＤ活動 

第 51 回全国大学保健管理研究集会 
	 第 51回全国大学保健管理研究集会は、東海北陸地方部
会が担当した。共通テーマ「大学保健管理・次世代への

飛翔~生涯健康をめざして~」のもとに、平成 25年 11月

13 日と 14 日の 2 日間、岐阜大学が当番校となって岐阜
市で開催された。本学からも教員、看護職員、事務職員

が多数参加した。 
（文責：眞﨑義憲） 
 
第 43 回九州地区大学保健管理研究協議会 
	 第 43回九州地区大学保健管理研究協議会は、平成 25
年 8月 28・29・30日の 3日間（初日は保健・看護分科
会）、 琉球大学が当番校となって開催された。 

（文責：眞﨑義憲） 
 

国立大学法人保健管理施設協議会ならびに公益社団法人

全国大学保健管理協会 

１．国立大学法人保健管理施設協議会 
平成25年度の国立大学法人保健管理施設協議会は、三

重大学が当番校となって11月 1 5日 に 名古屋市「ウイ

ンクあいち」で総会が開催された。当センターからは一

宮が参加した。一宮は平成23年度から九州地区選出の理
事を務めており、２度の理事会に出席した。第１回は６

月14日に京都大学で、２回目は拡大理事会として11月14
日に岐阜市で開催された。 
総会には、国立大学法人85校から施設長が参加した。 
午前中には、議長から事前の質問と文科省および学生

支援機構への要望事項について報告と、各種委員会、研

究班からの報告、予算と決算の審議があった。文部科学

省からは今年も担当者が来なかった。 
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午後は、その後、人事、委員会の見直しなどが審議さ

れた。一宮は規則の改定により２期の途中であったが理

事を退任することになった。 
２．公益社団法人全国大学保健管理協会 
	 公益社団法人全国大学保健管理協会は国公私立の大学

の保健管理についての連携協力と研究を目的としたもの

で、全国大学保健管理研究集会を開催し CAMPUS 
HEALTHを発行している。当センターの一宮はH23年か
ら評議員を務めている。今年度の第１回目の評議委員会

は11月12日に岐阜県岐阜市の岐阜大学サテライトキャン
パスで開催された。総会は第１回が６月14日に京都大学
で、２回目が11月13日に岐阜県岐阜市の長良川国際会議
場で開催された。（文責: 一宮	 厚） 
	

第16回フィジカルヘルス・フォーラム 
コーディネーター：長岡技術科学大学	体育・保健センタ

ー	三宅	仁教授		

日時	：平成２６年３月１９日（水）、２０日（木）		

場所	：シティホールプラザ「アオーレ長岡」	１F	市民

交流ホールＡ		

	

以下に､長岡技術科学大学	体育・保健センター発行の報

告書で、フィジカルヘルス・フォーラム会長	大塚盛男先

生が記載された概要を抜粋して掲載する｡	

第1日	3月19日(水)	テーマ1:大学における安全衛生		

1.特別講演	「事業所における安全管理法(w-SDS)につい

てー長岡技術科学大学における実践―」	長		

岡技術科学大学安全衛生管理委員会	w-SDSワーキング主

査(システム安全系)	福田隆文	先生:	長岡技術科学大学

で行っている安全管理法w-SDS(working-	Safety	Data	

Sheet)	の理念・目的や実施方法について詳細にご講演い

ただいた。w-SDSとは、大学における教育・研究の現場の

安全のために、関係法令に基づいて横断的に管理する方

法で、設備・作業毎に適用される関係法令を横断的にリ

ストアップし、研究特有のリスクアセスメントを行うた

めに作成していると述べられた。「法令等で決まってい

ることを知らないで事故を起こすことをやめよう」とい

う基本理念が達成されるためには、w-SDSの作成にあたり

関係する大学の構成員(管理者、関係教職員、学生)が主

体的に係ることが も大切であることを強調されていた。	

2.ワークショップ:今、大学産業医を取り巻く問題に答え

る	1)「第12次労働災害防止計画と大学」	東京大学環境

安全本部	大久保靖司先生:		

平成	25	年	4	月に策定された第12次労働災害防止計画

の概要と大学に関係する重点項目について解説された。

大学に関係する重点項目として、労働災害、業務上疾病

発生状況の変化に合わせた対策の重点化や社会、企業、

労働者の安全・健康に対する意識変革の促進が挙げられ、

前者については、メンタルヘルス対策、過重労働対策、

化学物質対策、腰痛・熱中症対策、受動喫煙防止対策に

ついて、それぞれ目標を掲げて強化・推進すること、後

者においては、大学教育への安全衛生教育の取り入れ方

策を検討することが示されていると述べられた。	

2)「健康管理と法律」	広島大学保健管理センター	吉原

正治先生:	健康管理や産業医業務に関係する法律や規則

として、労働安全衛生法・施行令・施行規則、学校保健

安全法、医師法等について解説された。また、法律の条

文の理解を深めるために、健康管理・産業医・検診に関

する判例事例を提示された。日常の業務に密接した身近

に起こりうる事であり、提示していただいた参考文献や

URL等で確認しておく必要があると考えられた。	

3)「巡視のコツ」	岩手大学保健管理センター	立身政信

先生:産業医として職場巡視を行う際には、1人で巡視す

るのでなく、より頻回に巡視を行っている衛生管理者や

有害業務を行う事業場に選任されている衛生工学衛生管

理者とともに巡視計画を立て行うことが重要であると強

調された。また、巡視の際に問題点の追及だけでなく良

い点も取り上げ、衛生委員会等においてそれを褒めるこ

とにより安全で健康的な職場風土が醸成される可能性が

あると述べられた。	

4)「健康診断」	京都大学健康科学センター	川村	孝先生:

大学における健康診断の実施根拠やその意義を述べられ、

健康診断結果を活用して保健指導を行い健康の保持・増

進に役立てることや事業者として就業上の措置を講じる

ことが重要であると述べられた。また、健康診断におい

て実施される項目についての有用性の評価についても解

説され、科学的根拠を意識しながら健康診断を実施して

いくことが必重要であると述べられた。	

5)「職員健康診断事後措置」	新潟大学保健管理センター	

真島一郎先生:法的には、健康診断の事後措置は実施が義

務付けられているが、統一された基準はなく、実施の徹

底も不十分であるのが現状である。新潟大学において実

施されている健康診断の事後措置について概説していた

だいた。健康診断実施前に教職員に事後措置の必要性を

通知するとともに産業医面談の対象基準を設けて該当者

を選別・呼び出しすることにより、必要な事後措置を実
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施することが可能となったことが報告された。	

6)「リスクマネジメントとしての感染症、インフルエン

ザ対策」	千葉大学総合安全衛生機構	潤間励子先生:	新

型インフルエンザや成人麻しんの流行により、大学では

感染症対策の重要性が強く認識されたが、事業継続計画

(BCP)の面で大学が十分に対応できたとは言えない状況

であり、平成	24	年に制定された新型インフルエンザ等

対策特別措置法についても、大学としてもそれに対応し

た取り組みが十分には行えていないのが現状であると述

べられ、大学として今後の情報収集・連携・正しい情報

の共有が重要であると述べられた。	

7)「メンタルヘルス」	東京工業大学保健管理センター	安

宅勝弘先生:	産業医としてメンタルヘルスの問題を抱え

た教職員に対する対応として、職種による業務内容や勤

務様態、専門性や特殊性を考慮する必要があることや病

休、休職、復職においては必要な労務提供が可能か否か

という点も考慮に入れて主治医と連携しながら判断する

必要があることを事例提示されながら解説された。	

8)「その他」	岡山大学保健管理センター	小倉俊郎先生:	

プログラムには記載されておりませんでしたが、三宅先

生から有害業務に対する特殊健康診断について、小倉俊

郎先生に発言のご指名があり、小倉先生から岡山大学に

おける特別健康診断の実施状況をご報告された。岡山大

学では有害業務に従事する学生に対しても特殊健康診断

を実施しており、実施数は教職委員以上の数であり、そ

れに必要な予算要求をして実施していると述べられた。	

3.業務連絡意見交換会会場への移動車中での連絡となっ

た。主に、役員会で話し合われたことを報告させていた

だき承認を得た。(1)次期開催校:第	17	回フィジカルヘ

ルス・	フォーラムは、室蘭工業大学保健管理センターの

佐々木	春喜先生にご担当いただくことが確認され、第	

18	回の担当は東海・北陸地区で、北陸先端科学技術大学

院大学保健管理センターの林	多喜王先生にご担当いた

だく予定となった。(2)フォーラム役員について:	フィジ

カルヘルス・フォーラムの世話人に、新たに数名の先生

に加わっていただき体制を強化すること、保健管理セン

ター所属には必ずしもこだわらず大学において産業医と

して活躍されている先生にも加わっていただくこととな

り、今後人選を進めることとなった。	(3)会則の変更に

ついて:会費(参加費)は現在、会員	2,000	円、非会員	

1,000	円となっているが、今後は職種別として、医師	

2,000	円、その他の職種	1,000	円とすることとし了承を

得た。(4)新会員紹介:千葉大学総合安全衛生機構	吉田知

彦先生、一橋大学保健センター	福田	平先生、豊橋技術

科学大学体育・保健センター	小島俊男先生、京都工芸繊

維大学保健管理センター	荒井宏司先生、山口大学・大学

教育機構保健管理センター	山本直樹先生を新会員とし

てご紹介させていただいた。参加者数	83人		

														第2日	3月20日(木)	

テーマ2:大学生・教職員のフィジカルヘルスとメンタル

ヘルス	

4.オーガナイズドセッション	

	1)「健康診断の予約制・自動システム化について」	

オーガナイザー	広島大学保健管理センター	吉原正治先

生	国立大学法人保健管理施設協議会の保健管理業務の

情報処理に関する特別委員会の委員長として、本セッシ

ョンのオーガナイザーを担当され、2013年に実施した「健

康診断の予約制・自動システム化」に関する全国調査の

結果を報告されるとともに、実際に導入し・運用されて

いる3大学の状況について報告を依頼された。	

1-1)「健康診断の予約制、自動システム化に関する全国

調査について」	広島大	学保健管理センター	吉原正治先

生:全国調査では64大学から回答があり、学生健診時に機

器による自動取込を行っているのは	64	大学中	21	大学、

職員健診では	60	大学中	8	大学であること、健診の予約

制を行っているのが学生で	4	大学、職員で	3	大学であ

ることを報告された。また、各大学から寄せられたそれ

らに関するメリット・デメリットやその他の意見につい

ても紹介された。	

1-2)「熊本大学における日常受診管理システムの運用状

況」	熊本大学保健センター	岸川秀樹先生:	熊本大学で

有用されている日常診療受診管理システムの運用状況に

ついて報告された。このシステムでは、日常診療受診管

理ができるため利用者の受診履歴が容易に把握できるだ

けでなく、健康診断結果や感染症対策状況報告書ともリ

ンクしているため、学生の健康状況を一元的に管理でき

ること、平成	23	年に地元の会社に依頼し導入され、版

権を熊本大学が保有しているためトラブル対策が容易で

あると述べられた。	

1-3)「名古屋大学における健診データ自動収集システム

について」	名古屋大学	総合保健体育科学センター	石黒	

洋先生:	名古屋大学で実施されている健康診断結果の自

動収集システムの実際について報告された。胸部X線の判

読結果を除き、問診事項も含め全て当日オンラインでデ

ータを収集することが可能であり、大規模校においても

多数の受診者に対する健診の迅速化や正確性、健診結果
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報告の迅速化が図られ、事後指導への誘導も容易になっ

たと述べられた。	

1-4)「Webによる予約システムを用いた新潟大学の健康診

断について~自動計測システムとの併用効果~」	新潟大学

保健管理センター	神主京子先生:	新潟大学で実施され

ている健康診断結果の自動収集システムと	Web	による

予約システムについて報告された。健康診断結果の自動

収集は、名古屋大学とほぼ類似のシステムであること、

Webによる予約システムの導入により時間当たりの受診

者数が設定できることや学生の都合による受診等により、

受診者の偏在が減少し、健診時間や待ち時間の短縮、健

診業務の軽減等が可能となったことや事後指導への対応

も容易になったことが報告された。	

2)「大学敷地内禁煙化後の実情と対策~そのとき何が起こ

り、どう乗り切ったか?」	オーガナイザー	奈良女子大学

保健管理センター	高橋裕子先生	岩手大学保健管理セン

ター	立身政信先生	国立大学法人保健管理施設協議会の

喫煙対策に関する特別委員会の委員長・副委員長として、

本セッションのオーガナイザーを担当された。委員会の	

2012	年の調査では、敷地内禁煙化を導入・実施している

大学は約	3	割であるが、その中で実施後数年を経過した	

3	大	学について、導入・実施後の実情や対策等に焦点を

当てた報告を依頼された。	

2-1)「大規模大学の敷地内禁煙化後・・・東北大学の場

合」	東北大学環境・安	全推進センター	黒澤	一先生:	学

生・教職員の総数が25,000人を超える大規模大学の東北

大学では、2011	年	10	月から敷地内禁煙が実施され、敷

地内だけでなく周辺の第三者の敷地も禁煙とされたと報

告された。全面禁煙後も喫煙所を設けるべき等の意見が

時に出ることもあったが、学内禁煙を維持するためには

禁煙推進委員会や安全衛生委員会等の継続的な活動、産

業医の出前禁煙講話、禁煙リーダー講習会、新入学生・

教職員への禁煙オリエンテーション等の継続的な禁煙教

育等により、禁煙推進体制を継続して活動していくこと

が重要であると強調された。	

2-2)「中規模大学の敷地内禁煙化後」	岩手大学保健管理

センター	立身政信先	生:	岩手大学は、2008年に敷地内

禁煙が開始された。学生へのアンケート調査から、	敷地

内禁煙の支持率は年々増加し	2012	年には	76.3%となっ

たものの、喫煙者の約50%は「喫煙所がある方が良い」と

の回答であると報告された。また、大学門外での喫煙に

対する解決策として「敷地内に喫煙所を作る」との回答

が約36%にみられ、敷地内禁煙の意義に対する認識の低下

がうかがわれる結果がみられたことから、禁煙推進体制

を継続して活動していくことが重要であると述べられた。	

2-3)「小規模大学の敷地内禁煙化後」	上越教育大学保健

管理センター	上野光博先生:上越教育大学は学生数約

1,400人の大学であり、2011年4月に敷地内禁煙が開始さ

れた。実施後も隠れ喫煙等による火災の心配から「揺り

戻し」の意見があったが、隠れ喫煙場所への掲示、大学

の各種案内書類やHPへの敷地内禁煙の明記、新入学生・

教職員への禁煙オリエンテーション、産業医巡視の強化

等の対策を行うとともに、喫煙者には禁煙補助薬等も用

いた卒煙支援も行っていると述べられた。	

3)「教職員のメンタルヘルス対策」	

オーガナイザー	秋田大学保健管理センター	苗村育郎先

生		

国立大学法人保健管理施設協議会メンタルヘルス委員会

の前委員長・現副委員長として、	本セッションのオーガ

ナイザーを担当された。多様な職種の職員が勤務する大

学では、様々なメンタルヘルス問題が存在していること

からその概要を整理するとともにコミュニケーションの

観点からみた対策を行うことを目的に3人の演者に講演

を依頼された。	

3-1)「教職員のメンタルヘルス問題の概要」	秋田大学保

健管理センター	苗村	育郎先生:	大学教職員における心

や生き方の問題は、多くの職種間でそれぞれに異なった

様相を見せることが多いので、異なる組織や異なる立場

の人々が直面しやすい問題について職種別に分類すると

ともに、その対策について概要を解説された。	

3-2)「コミュニケーションから見た大学教職員の「型」

とメンタルヘルス」	岡山大学保健管理センター	清水幸

登先生:	コミュニケーションにおける情報に関して、大

まかには人は情報に対する反応として「実感型」と「理

屈型」に、情報の受け渡しルートとして「聴覚情報優位

型」と「視覚情報優位型」に、得た情報に対する判断・

行動パターンについては「規則型」と「証拠型」に分け

られるので、これらの型について理解し相手に配慮する

ことにより良いコミュニケーションを行うのに役立つと

解説された。	

3-3)「「コミュニケーション」に基づくメンタルヘルス

のリスク管理について」	大阪大学キャンパスライフセン

ター	杉田義郎先生:	メンタルヘルス不調が生じた職場

のリスク管理は、プライバシーの問題もあり容易でない

が、メンタルヘルス不調によりストレスの生じた職場に

おいて「コミュニケーション」を通じて緩和できる可能
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性があり、その方策としてHannafordCが提案した考え方

を紹介され、その考え方を導入すると良い可能性がある

と報告された。	

5.サテライト講習会	

「w-SDSについて」	長岡技術科学大学安全衛生管理委員

会	w-SDS	ワーキング主査	

(システム安全系)	福田隆文先生:	特別講演において解

説された「w-SDSについて」、実際に実施して行くための

方法や手順について具体的に解説された。w-SDSを作成す

るためには関係する法令についての膨大なデータベース

の作成が必要であり、多くの大学で導入するためにはデ

ータベースの共有が必要と思われた。	

	

 
《次回のご案内》 
第17回フィジカルヘルス・フォーラムのご案内  
コーディネーター：室蘭工業大学保健管理センター	

佐々木春喜教授 
期日：平成 27年 3月 19日(木)〜3月 20日(金) 
会場：室蘭工業大学	 教育・研究１号館Ａ棟３０４ 
  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （文責: 眞崎	 義憲） 
 

 
 

第 31 回全国大学メンタルヘルス研究会 

  一宮 
 全国大学メンタルヘルス研究会は、平成25年度は大阪教
育大学が主催して12月5-6日に札幌市のアウィーナ大阪
で開催された。特別講演、教育講演のほか、恒例の研究

班報告,一般演題などの発表があった。九大からは一宮が
参加し,また運営委員会にも出席した。（文責: 一宮	 厚） 

	  
	

学生健康支援会議 
	 従来、健康科学センターで実施していた本会議は、キ

ャンパスライフ・健康支援センターが引き継ぐ形で今年

度以降も開催することとなった。産業保健師を含む各分

室の看護職員と保健係の事務職員をまじえて、毎月第 3
水曜日の午後に学生健康支援会議を開催している。平成

25年度も、本会議において、予算案の作成、春の学生定
期健康診断ならびに秋の留学生健康診断の準備・実施・

事後措置、各分室の日常診療対応（対応困難なケースの

検討、各分室で共通した統一すべき基準の検討など）、健

康支援委員会や学生支援委員会などの学内への対応、保

健管理関連の学会での発表演習など、学生の安全・衛生・

健康に関連する様々な業務の企画、立案、実施、問題点

などについて協議した。なお、今年度からは、学務部学

生支援課が会議の事務を所掌することとなった。学生健

康支援会議については、キャンパスライフ・健康支援セ

ンター全部門の教員・技術職員が参加している。 
（文責: 眞崎	 義憲）	  

	

職員健康支援会議 
	 従来、健康科学センターで実施していた本会議は、キ

ャンパスライフ・健康支援センターが引き継ぐ形で今年

度以降も開催することとなった。安全衛生推進室所属の

産業保健師を含む各分室の看護職員と職場環境室の事務

職員をまじえて、毎月第 3 水曜日の午後に本会議を開催
している。学生健康支援会議に引き続いて行われるもの

である。会議の構成員については、健康支援部門の教員

とキャンパスライフ・健康支援センター所属の保健師、

職場環境室で構成されている。 
	 平成 25年度も、各事業場の毎月の産業保健活動報告や
安全衛生推進室会議報告から始まり、定期健康診断、特

殊健康診断などの各種健康診断の準備・実施・事後措置、

平成 20年度から開始された特定健診・保健指導、過重労
働者面談、対応困難な事例など、産業保健活動に関する

様々な業務の企画、立案、実施、問題点などについて協

議した。 
	 （文責: 眞崎	 義憲） 

	

技術職員研修 
	 各分室で日ごろ別々に業務を行っている看護職員（看

護師、保健師、産業保健師）に共通して必要な知識やス

キルを習得してもらうために、毎月第 3水曜日に看護職

研修を実施した。	

	 また、新採用の看護職員や事務員の教育として、健康

科学センターの組織や役割、業務などに関するオリエン

テーションを年度末に実施している。平成 25 年度は、今

年度の改組により組織が大幅に変わり、年度途中での採

用者なども多数発生した為、従来の構成員に加えて、新

組織の学生相談部門、障害学生相談部門、コーディネー

ター室の教員、学生支援課などをまじえて実施された。

すでにキャンパスライフ・健康支援センターとしての活

動は行われていたので、キャンパスライフ・健康支援セ
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ンター委員会とともに実施された。各教員による講義に

加えて、従来の健康科学センターの業務内容および大学

全体の保健管理体制などの概説が実施された。	

	 その他、毎月第 3水曜日に教員による研究発表会を開

催しているが、看護職員も全員参加することで FDとして

の機能も果たしている。	

	 （文責: 眞崎	 義憲） 
	

産業保健管理体制 
法人化以前は、国立大学設置法施行規則第 20条の 5
の 5（「九州大学に、健康科学に関する研究並びに保健及
び体育に関する教育を行なうとともに、職員及び学生の

保健管理及び体育指導に関する専門的業務を行なうため

の施設として、健康科学センターを置く」）に則って、健

康科学センターは学生ならびに教職員の健康管理（健康

診断後の相談や健康教育など）を実施していた。平成 16
年度からの大学法人化に際しては、産業医としての役割

を含めて産業保健活動に従事することを大学側に提案し、

協議を重ねた結果、安全衛生法における産業医の選任基

準に基づいて、箱崎地区、馬出地区、九州大学病院（福

岡）に専属産業医が、六本松地区、筑紫地区、大橋地区、

別府地区には嘱託産業医がそれぞれ配置されることが決

まり、平成 17年 10月から加わった伊都地区も含めて、
別府地区を除く 7事業所の産業医を健康科学センターの
医師が担当することになった。また、教職員の安全衛生

管理を担当する組織として、新たに「安全衛生推進室」

が設置され、健康科学センター第 2部門の全教職員も併
任安全衛生推進室員の立場で参画した。安全衛生推進室

には、3名の産業保健師（非常勤）が専任衛生管理者と
して採用になり、専属産業医の担当事業場に配属された。

また、平成 21年度に六本松地区が伊都地区センターゾ
ーンへと移転になり、伊都地区ウエストゾーンと合わせ

た職員数が急増したことを踏まえて、もう 1名の産業保
健師（非常勤）が伊都地区ウエストゾーンに配属となっ

た。 
平成 25年度は、平成 16年から手がけた安全衛生体制
をさらに構築、定着させることを目標に、産業保健活動

を実施した。具体的には、各事業場において毎月職場巡

視を実施し、巡視結果や健康診断結果、その他の健康管

理事項について衛生委員会で報告や協議を行い、各種健

康診断の円滑かつ効率的な実施を支援するとともに、事

後措置を担当した。さらに、人事係の労働時間調査結果

に基づいて、長時間労働者に対する面接や助言、指導を

行った。このような業務を円滑かつ適切に実施し、さら

なる改善をはかるために、健康科学センターのスタッフ、

人事系職員、産業保健師からなる教職員健康支援会議を

毎月開催し、産業保健活動について協議する場を設けて

いる。また、後述するような、新人から管理職まで及ぶ

様々な職員教育を実施した。 
また、次年度から、6時間勤務の保健師の 8時間雇用
とするための予算獲得を目指している。これが実現すれ

ば、筑紫と大橋の産業保健業務が更に充実することとな

る。 
	 	 （文責: 眞崎	 義憲）	

 
厚生補導企画 

学生厚生補導企画として、 
① 学生の薬物乱用防止対策 
② 学生に対する禁煙教育・指導および禁煙治療 
③ 肥満学生に対する健康支援 
④ 麻疹・インフルエンザ等の感染症防止対策 
⑤ 学生支援のためのメンタルヘルス研修会 
⑥ 平成 25年度九州大学学生相談セミナー 
⑦ 学生の居場所活動を通した引きこもり・不登校・長期

留年学生の心理支援 
⑧ 学生生活の充実・健康増進・自殺予防のためのニュー

スレターの作成 
⑨ キャンパスライフ・健康支援センター周知のための情

報発信活動 
等を行った。	

（文責	 山本	 紀子）	

	

11．その他の活動 
職員健康研修 

 平成 25 年度も例年通り、総務部人事課や職場環境室の
年間計画により、教職員を対象とした健康に関する研修

会で、講師派遣の要請があった。これに対して教員およ

び看護職員が適宜分担して講師を担当した。講義は、九

州大学新任係長・専門職員研修、九州大学労働衛生週間

講演会、九州大学労働衛生週間講演会、および九州大学

教室系技術職員研修などであった。 
	 	 （文責: 眞崎	 義憲） 

	 	  
入学試験や全学行事等における急患対応 
	 平成25年度も、教員および看護職員は入学試験や全学
行事等における急患対応に従事した。主な項目は、 



業	 務	 活	 動	

 

 

九州大学入学式、九州大学オープンキャンパス、九州大

学大学院入試、九州大学AO入試、九州大学ホームカミン
グデー、各大学院（学府）入試、大学入試センター試験、

九州大学入学試験などであった。	

（文責: 眞崎 義憲） 

	 	

CAMPUS HEALTH の発行 
 キャンパスライフ・健康支援センター発足に伴い、キ

ャンパスヘルスを年１回 4 月に発刊した。記事は心身の

健康に関する啓発などで,	教員,	保健師が寄稿した。表

紙に各キャンパスでの相談受付窓口（健康相談・学生相

談）を記載した。	

第１号（2014 年 4月）	

・「自分という馬」との付き合い方（福留）	

・生活習慣病の話（山本紀子）	

・からだを介したコニュニケーション（高柳）	

・身体不活動と生活習慣病（熊谷）	

・よくある相談を症状別にアドバイス（松園、野村）	

（文責:	山本	 紀子）	
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1. 定期健康診断に関する基礎資料. 
1）平成 25 年度 学生定期健康診断 学部学年別 受診者数 受診率
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2）平成 25 年度 学生定期健康診断精密検査実施状況 
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３）胸部疾患学生健康診断実施状況（平成 25 年度） 

 
 
 
 

心電図

( ( )

218 8 4 4 0 3 0 1

	 166 1 3 1 1 0 0 0

	 10 1 0 1 0 1 0 0

B 0 - - - - - - -
394 10 7 6 1 4 4 1

R B

3）胸部疾患学生健康診断実施状況（平成23年度）
胸部X線間接撮影異常者

8797 30 1 24 5
3542 15 0 12 3
1720 12 0 12 0

B 131 0 0 0 0
14190 57 1 48 8

要観察対象者・その他

23
26
26

B 2
77

直接撮影実施数

B 60 57 3
44 44
333 333
437 101 336

B

A B
15 A B

B

A B B

A B
1 B

A 3 50 B

(

B

B 1 B

DE A 1 B

50 B

B

B

B C B2 5 G
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※間接撮影 A判定の全員、および B判定のうち医師が必要と認めた者	

 
 
  

Ｅ
Ａ

心精査 Ｂ
精査不要 Ｃ

心血管陰影の異常

胸部Ｘ線間接撮影判定基準

上記以外の異常（側弯など）

区分 内容

要精査
緊急を要するもの
肺野の異常（直接撮影を必要とするもの）
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2. 日常業務に関する基礎資料 
1）保健施設利用者数（平成 25 年度） 

月別 地区別 受付総数 診察 与薬 病院紹介 健康相談 休養室利用 

4月 

センター 86 3 6 3 0 1 
箱崎地区分室 382 55 22 17 4 5 
病院地区分室 235 68 2 4 0 3 
大橋地区分室 28 12 10 1 0 1 
伊都地区ｳｴｽﾄ 186 25 19 5 6 2 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 516 104 91 28 0 31 

計 1433 267 150 58 10 43 

5月 

センター 90 8 10 2 1 5 
箱崎地区分室 726 155 54 40 4 6 
病院地区分室 365 80 5 12 3 2 
大橋地区分室 73 25 23 4 1 2 
伊都地区ｳｴｽﾄ 537 67 46 6 3 21 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 936 219 152 41 12 27 

計 2727 554 290 105 24 63 

6月 

センター 118 12 11 5 1 2 
箱崎地区分室 610 105 45 32 4 16 
病院地区分室 630 100 7 11 0 9 
大橋地区分室 76 25 21 2 0 1 
伊都地区ｳｴｽﾄ 532 61 47 18 0 27 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 598 181 175 29 9 35 

計 2564 484 306 97 14 90 

7月 

センター 119 7 9 5 0 4 
箱崎地区分室 646 142 44 26 5 18 
病院地区分室 470 96 11 14 0 7 
大橋地区分室 75 36 25 1 0 2 
伊都地区ｳｴｽﾄ 618 59 39 7 0 17 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 612 114 116 41 18 51 

計 2540 454 244 94 23 99 

8月 

センター 109 12 4 3 0 1 
箱崎地区分室 444 113 21 19 4 8 
病院地区分室 225 86 3 5 4 5 
大橋地区分室 37 7 5 1 1 1 
伊都地区ｳｴｽﾄ 340 36 25 20 8 15 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 124 15 9 6 0 7 

計 1279 269 67 54 17 37 

9月 

センター 99 11 2 6 5 2 
箱崎地区分室 506 120 28 16 25 6 
病院地区分室 215 81 14 9 8 2 
大橋地区分室 33 10 7 1 1 0 
伊都地区ｳｴｽﾄ 375 43 29 6 11 11 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 78 18 11 6 1 6 

計 1306 283 91 44 51 27 

10月 

センター 120 10 12 9 8 2 
箱崎地区分室 636 136 52 30 19 5 
病院地区分室 342 96 15 9 13 2 
大橋地区分室 49 18 13 4 3 1 
伊都地区ｳｴｽﾄ 544 66 51 8 12 15 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 277 67 68 19 4 16 

計 1968 393 211 79 59 41 
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11月 

センター 101 8 11 7 7 0 
箱崎地区分室 550 136 53 43 13 5 
病院地区分室 239 74 14 5 8 1 
大橋地区分室 43 15 16 2 4 0 
伊都地区ｳｴｽﾄ 501 159 56 9 6 10 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 332 77 72 31 3 19 

計 1766 469 222 97 41 35 

12月 

センター 74 12 11 2 1 2 
箱崎地区分室 401 110 49 27 3 5 
病院地区分室 315 57 4 5 3 2 
大橋地区分室 45 20 15 2 3 2 
伊都地区ｳｴｽﾄ 357 64 38 7 2 14 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 266 60 53 14 5 17 

計 1458 323 170 57 17 42 

1月 

センター 72 6 5 4 0 0 
箱崎地区分室 428 131 50 24 3 8 
病院地区分室 206 69 7 6 0 1 
大橋地区分室 62 16 9 1 3 0 
伊都地区ｳｴｽﾄ 306 50 42 3 1 13 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 248 53 53 19 5 27 

計 1322 325 166 57 12 49 

2月 

センター 60 2 3 6 0 0 
箱崎地区分室 384 94 31 22 2 6 
病院地区分室 158 52 3 4 0 4 
大橋地区分室 56 11 6 3 1 2 
伊都地区ｳｴｽﾄ 285 58 34 9 0 7 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 95 16 8 9 4 4 

計 1038 233 85 53 7 23 

3月 

センター 49 2 0 3 0 0 
箱崎地区分室 406 125 40 18 10 1 
病院地区分室 205 83 4 4 2 0 
大橋地区分室 42 10 10 1 3 0 
伊都地区ｳｴｽﾄ 288 49 34 4 9 6 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 76 15 5 7 4 2 

計 1066 284 93 37 28 9 

計 

センター 1097 93 84 55 23 19 
箱崎地区分室 6119 1422 489 314 96 89 
病院地区分室 3605 942 89 88 41 38 
大橋地区分室 619 205 160 23 20 12 
伊都地区ｳｴｽﾄ 4869 737 460 102 58 158 
伊都地区ｾﾝﾀｰ 4158 939 813 250 65 242 

計 39501 8409 4040 1606 596 1073 
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2）地区別保健施設利用者数（対学生数の率） 
  

＊平成２５（２０１３）年度 分室別 健康相談室 利用状況 

地区 
健康相談室 

総来室数*1  

学生 

来室数 

学生一人あたり 

年間来室回数 

伊都センター 4,158  3,814  0.80  

箱崎 6,119  3,636  0.59  

病院 3,605  1,003  0.40  

筑紫 1,097  733  1.35  

大橋 619  483  0.46  

伊都ウエスト 4,869  3,681  0.87  

計 20,467  13,350  0.69  

 
 
3）学部別保健施設利用者数 

＊平成２５（２０１３）年度 学部別 健康相談室 利用状況  

課程 学部・学府 
学生来室数 

(A) 

学生数 

*1(Ｂ) 

学生一人あたり 

年間来室回数 

（A/B） 

学部 

  文学部 374  769  0.49  

  教育学部 233  226  1.03  

  法学部 410  869  0.47  

  経済学部 587  1,114  0.53  

  理学部 675  1,269  0.53  

  医学部 551  1,331  0.41  

  歯学部 159  333  0.48  

  薬学部 258  411  0.63  

  工学部 2,646  3,625  0.73  

  農学部 511  990  0.52  

  芸術工学部 502  926  0.54  

  ２１世紀プログラム 101  118  0.86  

  小計 7,007  11,981  0.58  

大学院 

人文科学府 209  196  1.07  

比較社会文化学府 186  303  0.61  

人間環境学府 285  484  0.59  

法学府 121  135  0.90  

経済学府 92  246  0.37  

理学府 414  387  1.07  

数理学府 153  190  0.81  

医学系学府 181  755  0.24  
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薬学府 113  197  0.57  

工学府 2,107  1,388  1.52  

システム情報科学府 373  524  0.71  

総合理工学府 604  543  1.11  

生物資源環境科学府 569  648  0.88  

芸術工学府 190  475  0.40  

法務学府 218  178  1.22  

統合新領域学府 157  208  0.75  

歯学府 57  184  0.31  

システム生命科学府 259  258  1.00  

  小計 6,288  7,299  0.86  

    留学生センター他 55  97  0.57  

    計 13,350  19,377  0.69  

  職員他 7,117    

  健康相談室利用総数 20,467    

    *1 学生数は平成 25 年 5 月 1 日現在（研究生等含

む） 

 
4）健康診断証明書申込者及び発行者（平成 25 年度）  
 
①  総括表 
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②  各分室毎の申込数及び発行数 

 

 
 

3. 学生相談・精神保健相談関係統計 

1）健康支援パッケージによる面接の結果（平成 25 年度） 

精神・心理系 

健康支援パッケージの結果 面接結果 

入学者

数 
回収数 

回収率

（％） 

面接該	

当者数 

面接該当率

（％） 

受面接

数 

受面接

率（％） 

異常 

なし 

性格 

問題群 

神経症

問題群 

精神病

群 

身体問

題・他 
発達群 

2708 2682 99.0% 184 6.8% 156 84.8% 62 59 16 2 5 12 

 

身体系 

健康支援パッケージの結果 面接結果 

入学者数 回収数 
回収率

（％） 
面接該

当者数 

面接該 
当率 
（％） 

受面接 
数 

受面接率 
（％） 

異常 
なし 

障害 
問題群 

身体 
疾患群 

精神 
疾患群 

家族の

問題・他 

2708 2682 99.0% 43 1.6% 16 37.2% 2 0 14 0 0 

 

 
2）精神保健相談（平成25(2013)年度） 

 

 
3）精神保健相談ケースの診断分類と治療進度（平成 25 年度）    

＊教職員自身および教職員に関する相談は除く（学生に関する相談は含む）    
 

精神保健相談  204 名 
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4. 学籍異動と健康に関する基本統計（平成 25 年度） 

 

１）休学者数とその理由 
 

課程 

理由 
学 部 修 士 博 士 計 

疾病 
経済的理由 
海外留学 
その他 

58 
175 
21 
14 

29 
60 
8 
19 

17 
107 
11 
97 

104 
342 
40 
130 

計 268 116 232 616 

 

２）疾病による休学者の疾患詳細 

 
理	 	 	 	 由 疾患者数 

●精神科神経科疾患 
ADHD 
アスペルガー症候群 
うつ状態 
うつ病 
学業(研究)意欲の減退 
気分障害 
急性一過性精神病性障害 
自閉症スペクトラム 
自律神経失調症 
社交不安障害 
性同一性障害 
双極性感情障害 
大学になじめない 
適応障害 
統合失調症 
睡眠障害 
摂食障害 
対人恐怖症 
発達障害 
パニック障害 

 
1 
2 
3 
17 
3 
2 
1 
1 
2 
2 
1 
5 
1 
12 
8 
1 
1 
2 
5 
1 

ハラスメント被害 
引きこもり・不登校 
不安障害・不安神経症 
抑うつ状態 

1 
2 
5 
7 

小	 	 	 	 計 86 
●身体疾患 
悪性リンパ腫 
胃切除後障害 
潰瘍性大腸炎 
関節リウマチ 
菊池病 
高次脳機能障害 
混合性結合組織病 
腎疾患 
頭蓋骨骨折、多発脳挫傷、外傷性くも膜下出血、

顔面骨骨折 
代謝性アシドーシス 
低酸素脳症 
内耳神経障害 
頻脈性不整脈の疑い 
不明熱 

 
1 
1 
3 
1 
1 
1 
1 
1 

1 

1 
1 
1 
1 
1 

膀胱腫瘍疑い 
慢性疲労症候群 

1 
1 

小	 	 	 	 計 18 

計 104 
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３）退学者数とその理由 

 

課程 

理由 
学 部 修 士 博 士 計 

疾病 
就職 
他大学(院)入学 
他大学受験 
再受験 
一身上の都合 
経済的理由 
大学院入学 
家庭の都合 
在学期間満了 
学業不振 
その他 

10 
9 
20 
6 
1 
51 
19 
1 
 
2 
1 
12 

4 
36 
3 
 
 

27 
17 

 
2 
 
 

10 

3 
64 
4 
 
 

21 
17 
 
2 
1 
 

13 

17 
109 
27 
6 
1 
99 
53 
1 
4 
3 
1 
35 

計 132 99 125 356 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）除籍者とその理由 

 

課程 

理由 
学 部 修 士 博 士 計 

死亡 
授業料未納 
成業の見込みな

し 

3 
6 
 
 

3 
3 
1 
 

 
2 
 
 

6 
11 
1 
 

計 9 7 2 18 

 
※参考資料 
学部：	 	 	 室蘭工業大学への回答 
修士／博士：東京工業大学への回答 
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5．年間行事（平成 25 年度） 
	  
月	 行事	 内容	 備考	

４月	 定期健康診断の実施	

新入生向け健康教育の開講	

新入留学生向け健康教育の開講	

健康診断後の精密検査の実施	

肥満学生に対する栄養生活指導の実施	

広報誌CAMPUS	HEALTH	No.1 の発行	

入学式	

身体計測・検尿・胸部X線・内科診察・血圧・心

電図	

	

	

	

	

医師派遣	

受診者：8,994 名	

（院込み14,168名）	

受診率	

新入生：98.8%	

4 年生：71.4%	

全学年：76.3%	

(院込み：75.4%)	

５月	 健康診断後の精密検査の実施	

胸部X線精密検診の実施	

健康支援パッケージに基づく新入生面接の実施	

伊都祭（伊都地区）	

定期健康診断で精密を要すると判定された学生、胸部疾患の既往歴を有す

る学生	

健康支援（精神・心理・身体）のためのスクリーニング面接	

保健師派遣	

各地区分室で実施	

受診者：32名	

来室者：156名	

６月	 健康診断後の精密検査の実施	

教職員定期健康診断の実施	

特定業務従事者健康診断・特殊健康診断の実施（前期）	

全国大学保健管理協会総会	

	 	

	

	

京都市	

７月	 教職員定期健康診断事後措置の実施	 	 	

８月	 九州大学オープンキャンパスへの協力	

2013 卒煙Q プロジェクト	 卒煙イベント（肺年齢測定等）

実施（箱崎）	

工学府・システム情報科学府入学試験	

総合理工学府入学試験	

九州地区大学保健管理研究協議会	

医師・保健師派遣	

	

	

医師・保健師派遣	

医師・保健師派遣	

	

参加25名	

	

	

	

那覇市	

９月	 喫煙学生に対する禁煙支援開始	

学生相談セミナー	

	

「九州大学における発達障害のある学生の修学支援の実際〜理系

学部と文系学部での取り組みについて」	

	

箱崎地区	

	

１０月	 秋季新入外国人留学生健康診断	

新入留学生向け健康教育開講	

九州大学ホームカミングデー＆アラムナイフェスへの協力	

2013 卒煙Q プロジェクト	 卒煙イベント（肺年齢測定等）

実施（伊都地区ウエストゾーン）	

	

	

保健師派遣	

受診者：384名	

	

	

	

参加69名	

１１月	 工学府駅伝大会参加者の健康診断	

留学生健康診断後の精密検査	

九大祭（伊都地区）	

AO選抜（21世紀プログラム）	

全国大学保健管理協会総会	

全国大学保健管理研究集会	

国立大学法人保健管理施設協議会総会	

組み換えDNA実験従事者に係る健康診断	

全学FD（健康相談室と学生相談室の共同企画）	

	

	

保健師派遣	

医師・保健師派遣	

	

	

	

	

キャンパスライフ・健康支援講演会「“就活自殺”

急増の背景に迫る」	

受診者：107名	

	

	

	

岐阜市	

岐阜市	

名古屋市	

	

伊都地区	



資	 	 	 料	

	

 

 

	

	

12月	 特定業務従事者健康診断・特殊健康診断の実施（後期）	

VDT作業従事者健康診断	

	 	

1月	 大学入試センター試験	 医師・保健師派遣	 	

2月	 個別学力検査（前期）への協力	 医師・保健師派遣	 	

3月	 個別学力検査（後期）への協力	

卒業式	

医師・保健師派遣	

医師派遣	

	



資	 	 	 料	

	

 

 

	 	 	 	 定期健康診断票 
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健康生活支援パッケージ（学部）
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健康生活支援パッケージ（修士） 
 



	

	

 

  


